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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １a．１６ 空調停止時の熱源運転時間の短縮 

評価内容 

熱源機器が空調停止時間の前に停止されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての熱源機器（24 時間空調対応※１を除く。）が、空調停止時間の 15 分以上前に停止され、その実施記録

がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 次のアからイまでのいずれかに該当する場合は、「対象機器無し」を選択する。 

ア 熱源機器が無い。 

イ 全ての熱源機器が 24 時間空調対応である。 

 

※１：24 時間空調対応とは、24 時間空調の系統がある場合、又は事務室等の残業空調対応に 24 時間対応できるようになって

いるものとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□24 時間空調対応を除く、全ての熱源機器を、空調停止時間の 15 分以上前

に停止し、空調２次ポンプのみで対応していることを、根拠書類で確認でき

るか。 

□除外する場合、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調停止時刻前に熱源機器を停止し、ポンプ運転のみで空調することで、熱源エネルギーの低減が可能と

なり、CO2 削減につながる。 

（２） 室内環境に問題ないことを十分確認し、関係者と十分協議した上で実施する必要がある。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １a．１７ 空調 2 次ポンプ変流量制御のインバータ周波数下限値の調整 

評価内容 

空調 2 次ポンプ変流量制御のインバータ周波数下限値が、どの程度の周波数に調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 10Hz 以下 
10Hz 超 15Hz

以下 

15Hz 超 20Hz

以下 

20Hz 超 25Hz

以下 

25Hz 超又は把

握できていない 
対象機器無し 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅱ3a.10 空調 2 次ポンプ変流量制御の導入に該当する場合であって、インバータ周波数下限値の調整が実

施され、その実施記録があるときは、そのインバータ周波数の下限値を選択する。 

□（２） 空調２次ポンプ系統が複数あり、それぞれのインバータ周波数下限値が異なる場合は、単純平均した値、又

はポンプ定格電動機出力で加重平均した値を選択する。 

□（３） 圧力等の下限設定値が高いため、インバータ周波数下限値まで下がらない場合は、インバータ周波数の下

限実績値で評価する。 

□（４） Ⅱ3a.10 空調 2 次ポンプ変流量制御の導入に該当しない場合は、「対象機器無し」を選択する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□Ⅱ3a.10 空調 2 次ポンプ変流量制御の導入に該当する空調２次ポンプにお

いて、インバータ周波数下限値の調整が実施されていることを根拠書類で確

認できるか。 

□空調２次ポンプの系統が複数あり、それぞれのインバータ周波数下限値が

異なる場合、単純平均した値、又はポンプ定格電動機出力で加重平均した

値であることを根拠書類で確認できるか。 

□インバータ周波数の下限実績値が、インバータ周波数下限値まで下がって

いることを根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□Ⅱ3a.10 空調 2 次ポンプ変流量制御の導入に該当しない場合で評価され

ていないか。 

 

□点検記録表 

□実施報告書 

□運転操作マニュアル 

□メーカー回答書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調 2 次ポンプの末端差圧制御が導入されているが、インバータ周波数が初期値のまま運用されている場

合があるため、圧力等の下限設定値と合わせて、インバータ周波数下限値を小さくすることで、水搬送エネル

ギーの低減が可能となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １a．１８ 再生可能エネルギー等熱利用システムのバックアップ運転の適正化 

評価内容 

再生可能エネルギー等熱利用システムのバックアップ運転の適正化が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅱ1.4 未利用エネルギーシステム、又はⅣ1.3 再生可能エネルギーシステムの熱利用システムにおいて、バッ

クアップ運転の適正化が実施され、次のアからウまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア 熱負荷に対して、全ての再生可能エネルギー等熱利用システムが優先的に運転されている。 

イ 再生可能エネルギー等熱利用システムの能力に余裕がある状態にも関わらず、一時的な温度上昇や低

下によってバックアップシステムが頻繁に運転している状態が無いように、温度等の設定値が調整されて

いるか、常時バックアップシステムが停止されている。 

ウ 年間を通じた時刻別の再生可能エネルギー等熱利用システムとバックアップシステムの運転実績がわか

る書類が作成されている。 

□（２） 再生可能エネルギー等熱利用システムのバックアップシステムが無い場合は、「対象機器無し」を選択する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□再生可能エネルギー等熱利用システムにおいて、全てのバックアップ運転

の適性化が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、再生可能エネルギー等熱利用システムのバックアップシステ

ムが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 再生可能エネルギーや未利用エネルギーを利用して熱を製造するシステムが導入されている場合、そのバッ

クアップシステムが設置されていることが多いが、温度等の設定値等が調整されておらず、再生可能エネルギ

ーや未利用エネルギーが利用されず、非効率な運転をしていることが多く見られる。 

（２） バックアップシステムの運転を最小化するように温度等の設定値を調整することで、再生可能エネルギーや

未利用エネルギーが最大限利用され、エネルギー効率の良い運転となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｂ．１ 室使用開始時の空調起動時間の適正化 

評価内容 

室の使用開始時間に合わせた季節ごとの空調起動時間の適正化が、主たる居室の床面積に対して、どの程度の

割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
95％以上で 

実施 

70％以上 95％ 

未満で実施 

30％以上 70％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
24 時間空調 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 室の使用開始時間に合わせた季節ごと（夏季、冬季、中間期ごと）の空調起動時間の適正化が実施され、次

のアからイまでのいずれかに該当する場合は、主たる居室の床面積に対する割合を選択する。 

ア 全ての季節において目標温度に達した時刻が室の使用時刻の 15 分前より後で、かつ室の使用時刻から

外気導入が開始され、その実施記録がある。 

イ 自動制御による最適起動制御が有効に機能している。 

□（２） 全ての系統が 24 時間空調※1 である場合は、「24 時間空調」を選択する。 

 

※１：24 時間空調とは、防災センターなど定常的に 24 時間空調していることとし、不定期な場合は除く。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□室の使用開始時間に合わせた季節ごとの空調起動時間の適正化され、判断

基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる居室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、全ての系統が 24 時間空調（不定期な場合を除く。）であること

を、根拠書類で確認できるか。 

□運転スケジュール表 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 季節を問わず年間を通して同じ時間帯に空調を開始している場合、中間期等では設定された室温になる時

刻が予定より早くなるため、冷暖房時間が長くなり、空調エネルギーの増加につながる。 

（２） 季節、ピーク時期、低負荷時期における、熱源機器と空調機の運転状況や室内状況を的確に判断して、起

動設定や運用方法を調整することで、空調エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（３） 事業所の管理規則や賃貸基準等により決められている空調開始時刻と、空調機器が運転して設定室温にな

る時刻との差が大きい場合は、起動時刻の調整を行うことが重要となる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎（+） １ｂ．２ CO2 濃度・外気温湿度による外気取入量の調整 

緩和措置 
宿泊施設、教育施設、医療施設、文化施設は加点項目、情報通信施設、物流施設及び熱供給施設は評価

項目から除外する。 

評価内容 

外気負荷低減、外気冷房等のために、室内 CO2 濃度及び外気温湿度による外気取入量の調整が、主たる居室の

床面積に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
95％以上で 

実施 

70％以上 95％ 

未満で実施 

30％以上 70％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
  

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 室内 CO2 濃度及び外気温湿度による外気取入量の調整が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当す

る場合は、主たる居室の床面積に対する割合を選択する。ただし、医療施設については評価から除いてもよ

い。 

ア 室内 CO2 濃度及び外気温湿度により、中間期は外気冷房のために外気導入量が増加され、夏季及び冬

季は外気負荷低減のために外気導入量が低減され、その実施記録がある。 

イ 自動制御による室内 CO2 濃度制御と外気冷房制御の両方が有効に機能している場合であって、CO2 濃度

設定又は室内 CO2 濃度が 900ppm 以上になるように調整され、その実施記録がある。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□室内 CO2 濃度及び外気温湿度による外気導入量の調整が実施され、判断

基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる居室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□空気環境測定結果報告書 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） ビル管法に基づき、室内 CO2 濃度を 1,000ppm 以下に保つために外気取入による換気を行う必要があり、室

内環境にあわせて、外気を冷却又は加熱する空調エネルギーが必要である。 

（２） 特に夏季や冬季には、外気を冷却又は加熱する空調エネルギーが多く必要となるため、室内 CO2 濃度実測

値と外気温湿度をみながら、室内への外気導入量を必要最小限にすることで、冷却又は加熱するための空

調エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（３） 中間期に室内が冷房要求で、外気温湿度が外気冷房を実施することが有効であるときに、室内への外気導

入量を増加させ、冷却を行わずに空調することで、冷房をするための空調エネルギーの低減が可能となり

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｂ．３ 居室の室内温度の適正化 

評価内容 

居室の実際の室内温度の適正化（夏季 26℃以上）が、主たる居室の床面積に対して、どの程度の割合で実施され

ているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
70％以上で 

実施 

50％以上 70％ 

未満で実施 

30％以上 50％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 夏季（7,8 月）の居室の実際の室内温度の適正化が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場合

は、主たる居室の床面積に対する割合を選択する。ただし、同一フロアで、複数の測定箇所がある場合は、

それぞれの対象面積ごとに評価する。 

ア 空気環境測定結果報告書※１で、室内温度が 26℃以上である。 

イ 空気環境測定結果報告書の作成が法的に不要な場合は、自主的に室内温度を測定した結果をまとめた

書類が作成され、室内温度が 26℃以上である。ただし、天井内空気温度及び還気ダクトの戻り空気温度

は、評価の対象外とする。 

□（２） 室内温度の計測誤差は、±１℃までは認めるものとし、同一の室で同一年度のデータが複数ある場合は、そ

の最も高いものを対象とする。 

 

※１：空気環境測定結果報告書とは、建築物衛生法の特定建築物（興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術館、遊技

場、店舗、事務所、研修所又は旅館に使用される延べ面積が、3,000 ㎡以上、学校については、8,000 ㎡以上）において、

空気調和設備及び機械換気設備の維持管理基準を満たしていることを確認するために、１～２ヶ月に１回、室内温湿度、

気流、CO2 濃度、浮遊粉塵量などを測定した結果をまとめた報告書とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□夏季（7,8 月）の居室の実際の室内温度の適正化が実施され、判断基準及び

根拠書類と整合しているか。 

□同一フロアで、複数の測定箇所がある場合、それぞれの対象面積ごとに評価

されているか。 

□空気環境測定結果報告書の作成が法的に不要な場合、天井内空気温度又

は還気ダクトの戻り空気温度で評価されていないか。 

□主たる居室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□空気環境測定結果報告書 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 年間通じて冷房時と暖房時の設定温度を一定にするのではなく、関係者との十分協議した上で、季節に応じ

て、居室の室内温度の緩和を実施することで、空調エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 特に夏季の空調エネルギーは大きいため、夏季の実際の室内温度を 26℃以上に緩和することにより、空調

エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（３） 建築物衛生法では室内温度の基準が 17 以上 28℃以下であるため、それを踏まえて実施することも重要とな

る。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｂ．４ ファンの間欠運転の実施 

評価内容 

スケジュール又は自動制御によるファンの間欠運転が、機械室（燃焼系統、臭気系統を除く。）及び倉庫のファンに

対して、どの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 3 時間以下 
3 時間超 

6 時間以下 

6 時間超 

9 時間以下 

9 時間超 

12 時間以下 
12 時間超 対象機器無し 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） スケジュール又は自動制御による機械室又は倉庫のファンの間欠運転※１が実施されている場合は、機械室

（燃焼系統、臭気系統を除く。）及び倉庫のファンの年間平均運転時間を選択する。ただし、単相電源のファ

ンは除いてもよい。 

□（２） 年間平均運転時間は、次のアからウまでのいずれかの方法で算出したファンごとの年間平均運転時間を、台

数で単純平均した値、又は台数と電動機出力で加重平均した値とする。 

ア 対象となるファンごとの一日の運転スケジュールから算出した値 

イ 対象となるファンの年間運転時間実績値を 365 日で除した値 

ウ インバータ制御により、ファンの消費電力を小さくしている場合は、ア又はイの値に 0.3 を乗じた値 

□（３） 全てのファンが単相電源の場合は、「対象機器無し」を選択する。 

□（４） 電気室のファンは、１ｂ.１３の評価項目で評価し、本評価項目の対象外とする。 

 

※１：ファンの間欠運転とは、スケジュール又は自動制御により、年間平均日で 1 日 12 時間以上停止しているものとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□機械室（燃焼系統、臭気系統を除く。）又は倉庫のファンの間欠運転が実施さ

れ、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□機械室（燃焼系統、臭気系統を除く。）及び倉庫のファンの年間平均運転時

間を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、全てのファンが単相電源であることを、根拠書類で確認できる

か。 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 各室の必要換気量は、季節、曜日、時間帯、室の利用状況によって変化するため、外気条件や室内環境を

定期的に確認しながら、ファンの間欠運転を行うことで、換気エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につな

がる。 

（２） 建築基準法、駐車場法、ビル管法、健康増進法等に基づく必要換気量を確認し、室内の使用実態を把握し

た上で、スケジュール制御や温度制御等による適正な換気量への調整や不要な換気の停止を行うことで、換

気エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．５ 電算室の空調機運転の適正化 

評価内容 

情報通信施設の電算室で、発熱量に合わせた空調機運転の適正化が、全電算室数に対して、どの程度の割合で

実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実

施又は実施無

し 

情報通信施設

無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 情報通信施設の電算室※１で、発熱量に合わせた空調機（パッケージ形空調機を含む。）運転の適正化※２が

実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場合は、全電算室数に対する割合を選択する。 

ア 発熱量に合わせて、定常状態の吹出温度差（室内温度又は還気温度と給気温度との差）が室の平均で

6℃以上になるように、運転台数又はインバータ制御の設定値が調整され、その実施記録がある。 

イ 自動制御による空調機の台数制御又はインバータ制御が有効に機能している。 

□（２） 情報通信施設が無い場合、又は空調機が 1 台のみの場合は、「情報通信施設無し」を選択する。 

 

※１：電算室とは、電算室、サーバー室、コンピューター室、CPU 室、マシン室等で、サーバーラックや電算機等（テナント設置

分を含む。）を設置してある 100 ㎡以上の室とする。 

※２：空調機運転の適正化とは、発熱量に合わせて空調機の運転台数が最小となるように、発熱量に対する運転台数及び吹出

温度差（室内温度又は還気温度と給気温度との差）の関係が適正であることを確認した上で、運転台数を調整することと

する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□情報通信施設の電算室で、発熱量に合わせた空調機運転の適正化が実施さ

れ、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□全電算室数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、情報通信施設が無いこと、又は空調機が 1 台のみであること

を、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 情報通信施設にあるサーバー等は、通常の OA 機器に比べて発熱量が非常に大きいため、発熱量に合わせ

た空調機の台数制御を適切に行うことで、空調機の運転時間短縮又はパッケージ形空調機の場合は運転効

率の改善が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 時間帯や稼働状況によって負荷率が変動し、それに伴う発熱量も常に一定ではない場合は、発熱量に合わ

せて運転台数を変更することで、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○（+） １ｂ．６ 空調運転時間の短縮 

緩和措置 宿泊施設、医療施設は加点項目とする。 

評価内容 

空調運転時間の短縮が、主たるエントランスホール、廊下、便所、体育館・武道場等又は主たる室用途の床面積に

対して、どの程度実施されているか、又は主たる事務室の平均年間空調運転時間が、どの程度で運用されている

か。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋・・・＋Ｐ６×Ｋ６） ※ただし、最高１点とする。 

主たるエントランスホール 係数 Ｋ１ 

取組状況 
空調設備無し

又は年間停止 

中間期・夜間 

・休日停止 

夜間・休日 

停止 
実施無し   

０．２ 

点数 Ｐ１ １ ０．８ ０．５ ０   

主たる廊下 係数 Ｋ２ 

取組状況 
空調設備無し

又は年間停止 

中間期・夜間 

・休日停止 

夜間・休日 

停止 
実施無し   

０．２ 

点数 Ｐ２ １ ０．８ ０．５ ０   

主たる便所 係数 Ｋ３ 

取組状況 
空調設備無し

又は年間停止 

中間期・夜間 

・休日停止 

夜間・休日 

停止 
実施無し   

０．３ 

点数 Ｐ３ １ ０．８ ０．５ ０   

体育館・武道場等 係数 Ｋ４ 

取組状況 
空調設備無し

又は年間停止 

中間期・夜間 

・休日停止 

夜間・休日 

停止 
実施無し 

体育館・武道場

等無し 
 

０．１ 

点数 Ｐ４ １ ０．８ ０．５ ０ ―  

主たる室用途 係数 Ｋ５ 

取組状況 
50％以上で 

実施 

20％以上 50％ 

未満で実施 

20％未満で実

施又は実施無

し 

   
０．４ 

点数 Ｐ５ １ ０．５ ０    

主たる事務室 係数 Ｋ６ 

取組状況 3000 時間以下 
3000 時間超

4000 時間以下 
4000 時間超 

把握 

できていない 
  

０．２ 

点数 Ｐ６ １ ０．５ ０ ０   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たるエントランスホール、廊下、便所及び体育館・武道場等の評価は、空調運転時間の短縮が実施されて

いる場合、それぞれ次のアからウまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 空調設備が無い場合、又は空調が年間を通して停止され、その実施記録がある場合は、「空調設備無し

又は年間停止」とする。 

イ 空調が中間期、夜間及び休日に停止され、その実施記録がある場合は、「中間期・夜間・休日停止」とす

る。 

ウ 空調が夜間及び休日に停止され、その実施記録がある場合は、「夜間・休日停止」とする。 

□（２） 体育館・武道場等で、体育館・武道場等が無い場合は、「体育館・武道場等無し」を選択する。 

□（３） 主たる室用途の評価は、コアタイム、営業時間又は空調申請時間の終了 5 分以上前に空調機の停止が実施

され、その実施記録がある場合は、その室の床面積の主たる室用途の床面積に対する割合を選択する。 

□（４） 主たる事務室の評価は、平均年間空調運転時間※１に関する選択肢の中から該当するものを選択する。 

 

※１：平均年間空調運転時間とは、各室又は系統の年間空調運転時間を、単純平均又は空調の受持面積で加重平均した値と

する。 
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検証チェック項目 根拠書類等 

□主たるエントランスホール、廊下、便所、体育館・武道場等で、空調運転時

間の短縮が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる室用途で、コアタイム又は営業時間の終了 5 分以上前に空調機の停

止が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる室用途の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□主たる事務室の平均年間空調運転時間を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

 

□竣工図 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 室の使用終了時間前に居住者の快適性やビル管法に定められた規定を損なわない範囲で空調機を停止す

ることで、空調エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 利用者への協力要請や啓発活動を併せて実施する必要がある。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．７ 冬季におけるペリメータ設定温度の適正化 

評価内容 

冬季のペリメータ設定温度をインテリアより低くする運用が、主たる事務室の床面積に対して、どの程度の割合で実

施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
50％以上で 

実施 

20％以上 50％ 

未満で実施 

20％未満で実施

又は実施無し 

インテリアと 

区別無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） ペリメータが暖房時に、インテリアが冷房となる事務室で、冬季のペリメータ設定温度をインテリアより低くする

運用が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場合は、主たる事務室の床面積に対する割合を

選択する。 

ア インテリア設定温度又はペリメータ設定温度を、利用者が自由に変更できない場合であって、冬季のペリメ

ータ設定温度が、インテリア設定温度より 1℃以上低く設定（常時停止されている場合も含む。）され、その

実施記録がある。 

イ 自動制御による自動設定変更が有効に機能している。 

□（２） ペリメータ空調とインテリア空調の区別が無い場合、又はペリメータとインテリアで冷暖房の混在が無い場合

は、「インテリアと区別無し」を選択する。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□ペリメータが暖房時に、インテリアが冷房となる事務室で、冬季のペリメータ設

定温度をインテリアより低くする運用が実施され、判断基準及び根拠書類と整

合しているか。 

□主たる事務室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、ペリメータ空調とインテリア空調の区別が無いこと、又はペリメ

ータとインテリアで冷暖房の混在が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 建物の高気密化や内部発熱増加等により、インテリア系統空調機は冬季も冷房運転である場合が多い。一

方で、外部環境の影響を受け易いペリメータ系統空調機は冬季には暖房運転となり、冬季においては同一

室で冷暖房同時運転によるミキシングロスが発生することで、空調エネルギーが増大する。 

（２） ペリメータ用のセンサーは壁面、インテリア用のセンサーは天井面にある場合が多く、ミキシングロスが発生し

やすい状況になっている。 

（３） ペリメータの設定温度をインテリアの設定温度より低くすることで、ミキシングロス防止による空調エネルギーの

低減が可能となり CO2 削減につながる。 

 

温
風 

冷風 

ペリメータ系統 
空調機器 

インテリア系統 
空調機器 

インテリア 
空調機 

 

室内混合損失を示す概念図 

  

250



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．８ クールビズ・ウォームビズによる空調設定温度の緩和 

評価内容 

クールビズ（夏季 27℃以上）及びウォームビズ（冬季 20℃以下）による空調設定温度の緩和が、主たる事務室、教

室及び研究室の床面積に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
50％以上で 

実施 

30％以上 50％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満(100

㎡以上)で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） クールビズ（夏季 27℃以上）及びウォームビズ（冬季 20℃以下）による空調設定温度の緩和が実施され、次の

アからイまでのいずれかに該当する場合は、主たる事務室、教室及び研究室の床面積に対する割合を選択

する。ただし、5％未満の場合であっても、100 ㎡以上に導入されているときは、「5％未満(100 ㎡以上)で実

施」を選択する。 

ア 室内設定温度が、夏季 27℃以上及び冬季 20℃以下に設定され、その実施記録がある。 

イ 実際の室内温度が、夏季 27℃以上及び冬季 20℃以下となるように調整され、その実施記録がある。 

□（２） パッケージ形空調機、４管式等で冬季冷房している場合は、クールビズのみで評価する。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□クールビズ（夏季 27℃以上）及びウォームビズ（冬季 20℃以下）による空調設

定温度の緩和が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる事務室、教室及び研究室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認

できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） ビル管法における室内温度基準の範囲内（17℃以上 28℃以下）にて空調機の設定温度を緩和するクールビ

ズやウォームビズを実施することで、空調エネルギーの削減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 冷水、温水の配管が分かれている４管式の建物で、冬季に冷房が必要な場合は、ウォームビズの実施により

冷房負荷を増加させてしまい、空調エネルギーの増加になるため、冬季には冷房の有無を注意することが必

要となる。 

（３） 利用者への協力要請や啓発活動を併せて実施する必要がある。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．９ 居室以外の室内温度の緩和 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

主たるエントランスホール、廊下等の居室以外の室内温度が、居室に対して、夏季は高め、冬季は低め、又は夏季

27℃以上、冬季 20℃以下に設定されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
エントランス 
ホール及び 
廊下で実施 

エントランス 
ホール又は 
廊下で実施 

実施無し    
 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たるエントランスホール、廊下等の居室以外の室内温度の緩和が実施され、その実施記録がある場合は、

次のアからウまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 主たるエントランスホール及び廊下の合計床面積の 80％以上で実施されている場合は、「エントランスホー

ル及び廊下で実施」とする。 

イ 主たるエントランスホールの床面積の 80％以上、又は主たる廊下の床面積の 80％以上で実施されている

場合は、「エントランスホール又は廊下で実施」とする。 

ウ 主たるエントランスホール及び廊下の合計床面積の 50％以上で実施されている場合は、「エントランスホー

ル又は廊下で実施」とする。 

□（２） 居室以外の室内温度の緩和とは、次のアからエまでのいずれかに該当するものとする。 

ア 居室以外の室内温度が居室に対して、夏季は高め、冬季は低めに設定され、その実施記録がある。 

イ 居室と同じ設定温度で、夏季は 27℃以上、冬季は 20℃以下に設定され、その実施記録がある。 

ウ 主たるエントランスホール及び廊下の空調が、年間を通して停止され、その実施記録がある。 

エ 主たるエントランスホール及び廊下に空調が無い。 

 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□主たるエントランスホール、廊下等の居室以外の室内温度の緩和が実施さ

れ、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□運転操作マニュアル 

□空気環境測定結果報告書 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） エントランスホールや廊下等の居室以外の空間は、滞在時間が居室に比べて短時間であるため、関係者が

十分協議した上で、居室の室内温度に比べて夏季は高く、冬季は低く設定することによって、空調エネルギ

ーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

 

 

 

  

252



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．１０ 冷却除湿再熱の停止 

評価内容 

冷却除湿再熱システムが導入されている室で、再熱の停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
冷却除湿再熱

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 冷却除湿再熱システム※１が導入されている室の床面積の 50％以上で、年間を通して再熱の停止が実施さ

れ、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 冷却除湿再熱システムが無い場合は、「冷却除湿再熱無し」を選択する。 

 

※１：冷却除湿再熱システムとは、還気と外気の混合空気を冷却コイルで冷却除湿した後、加熱コイルで再熱して給気するシス

テムとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□冷却除湿再熱システムが導入されている室の床面積の 50％以上で、年間を

通して再熱の停止が実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、冷却除湿再熱システムが無いことを、根拠書類で確認できる

か。 

 

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷却除湿再熱システムは、空気を一度冷却し再度加熱するため、空調エネルギーが大きくなる。温湿度の精

度を緩和できる室は、再熱を停止とすることで、空調エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．１１ 建物全体の給排気バランスの管理 

評価内容 

過大な隙間風の侵入が無いように、建物全体の給排気バランスが調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 過大な隙間風の侵入が無いように、建物全体の給排気バランスが調整※1 され、その実施記録がある場合は、

「実施」を選択する。 

 

※１：建物全体の給排気バランスの調整とは、建物全体が極端な正圧又は負圧にならないように、出入口での給気量及び排気

量のバランスを調整することとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□過大な隙間風の侵入が無いように、建物全体の給排気バランスが調整されて

いることを、根拠書類で確認できるか。 

 

 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 過大な隙間風の侵入は、夏季や冬季では空調エネルギーを増大させるため、建物全体の給排気バランスを

調整することで、空調エネルギーの低減することが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．１２ エレベーター機械室・電気室の室内設定温度の適正化 

評価内容 

エレベーター機械室及び電気室（ＵＰＳ・蓄電池専用室を除く。）の室内設定温度の適正化が、全エレベーター機

械室数及び全電気室数に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実

施又は実施無

し 

対象室無し   
 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） エレベーター機械室及び電気室（ＵＰＳ・蓄電池専用室を除く。）の室内設定温度の適正化が実施され、次の

アからイまでのいずれかに該当する場合は、全エレベーター機械室数及び全電気室数に対する割合を選択

する。 

ア 室内設定温度が 30℃以上に設定され、その実施記録がある。 

イ 実際の室内温度が 30℃以上になるように調整され、その実施記録がある。 

□（２） エレベーター機械室及び電気室（ＵＰＳ・蓄電池専用室を除く。）が無い場合は、「対象室無し」を選択する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□エレベーター機械室及び電気室（ＵＰＳ・蓄電池専用室を除く。）の室内設定

温度の適正化が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□全エレベーター機械室数及び全電気室数に対する割合を、根拠書類で確認

できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□サンプリングしたエレベーター機械室及び電気室の室内設定温度又は実際

の温度が 30℃以上に設定されていることを、現地で確認できるか。 

□除外する場合、エレベーター機械室及び電気室（ＵＰＳ・蓄電池専用室を除

く。）が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） エレベーター機械室及び電気室の室内設定温度が、30℃以上に設定されていることにより、空調及び換気エ

ネルギーを低減することが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 実際の室内温度がどの程度になっているかを確認することが重要であり、設定温度と極端に異なる場合は、

空調機を制御する温度センサーの位置等の調整が必要となる。 

（３） 特高受変電室内にＵＰＳ・蓄電池等が設置されており、それらを保護するために対象機器の周辺温度を低くし

なければならない場合、それらを間仕切り等で囲い、局所的に冷却することで、電気室の室内設定温度の適

正化が可能となる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．１３ エレベーター機械室・電気室のファンの夏季停止 

評価内容 

エレベーター機械室及び電気室のファンの夏季停止が、空調機併用システムの全エレベーター機械室数及び全

電気室数に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実

施又は実施無

し 

空調機併用 

無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） エレベーター機械室及び電気室が空調機併用システム※１で、ファンの夏季停止が実施され、次のアからウま

でのいずれかに該当する場合は、空調機併用システムの全エレベーター機械室数及び全電気室数に対す

る割合を選択する。 

ア 電源停止により、メンテナンス時も含め夏季にファンが常時停止され、その実施記録がある。 

イ 外気温度によるファンの運転許可制御が導入されている場合、余分な外気負荷（潜熱）を処理しないよう

に、夏季の外気温度の設定値が調整され、その実施記録がある。 

ウ 外気エンタルピーと室内エンタルピーによる外気冷房判断で、夏季にファンが停止されている。 

□（２） 全てのエレベーター機械室及び電気室が空調機併用システムでは無い場合は、「空調機併用無し」を選択

する。 

 

※１：空調機併用システムとは、空調機（パッケージ形空調機を含む。）とファンの併用システムとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□エレベーター機械室及び電気室が空調機併用の場合、ファンの夏季停止が

実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□空調機併用システムの全エレベーター機械室数及び全電気室数に対する割

合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□サンプリングしたエレベーター機械室及び電気室のファンが夏季に停止され

ていることを、現地で確認できるか。 

□除外する場合、全てのエレベーター機械室及び電気室が空調機併用では無

いことを、調書で確認できるか。 

 

□竣工図 

□機器完成図 

□動作説明書 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機併用の場合は、夏季に外気取入を中止することで、外気を処理する空調エネルギーの低減が可能とな

り CO2 削減につながる。 

（２） 夏季の外気温度の設定が高い場合は、空調機で外気負荷（潜熱）を余分に処理することになるため、ファンの

運転許可の外気温度設定は 25℃程度にすることが望ましい。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｂ．１４ エレベーター機械室・電気室の空調機の給気・還気設定温度の適正化 

評価内容 

エレベーター機械室及び電気室の空調機又はパッケージ形空調機の給気設定温度又は還気設定温度の適正化

が、室内温度とは別に給気温度又は還気温度の設定が可能な全エレベーター機械室数及び全電気室数に対し

て、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実

施又は実施無

し 

対象設備無し   
 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 温度制御で空調機又はパッケージ形空調機を停止しているエレベーター機械室及び電気室の空調機の給

気設定温度又は還気設定温度の適正化が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場合は、室内

温度とは別に給気温度又は還気温度の設定が可能な全エレベーター機械室数及び全電気室数に対する割

合を選択する。 

ア 空調機の給気設定温度又は還気設定温度が、室内温度とは別に設定が可能な場合であって、その設定

温度が 18℃以下（機器の性能上 18℃以下にならない場合は、その機器の最低設定温度）に設定され、そ

の実施記録がある。 

イ 空調機の運転設定が強中弱等で設定温度が無い場合は、18℃以下の給気温度となるように設定され、そ

の実施記録がある。 

□（２） 次のアからウまでのいずれかに該当する場合は、「対象設備無し」を選択する。 

ア 温度制御で停止している空調機及びパッケージ形空調機が無い。 

イ 温度制御でファンを停止しないで、空調機のバルブの閉鎖又はパッケージ形空調機のコンプレッサーの

停止のみである。 

ウ ひとつの室内温度センサーで、空調機又はパッケージ形空調機のファンの停止と、空調機のバルブ又は

パッケージ形空調機のコンプレッサーの制御が行われている。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□エレベーター機械室及び電気室の空調機の給気設定温度又は還気設定温

度の適正化が実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□室内温度とは別に給気温度又は還気温度の設定が可能な全エレベーター機

械室数及び全電気室数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□竣工図 

□機器完成図 

□動作説明書 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機又はパッケージ形空調機のファンを停止する温度センサーと、空調機のバルブ又はパッケージ形空調

機のコンプレッサーを停止する温度センサーの両方がある場合において、室内温度設定値と空調機（パッケ

ージ形空調機を含む。）の給気温度設定値又は還気温度設定値が、同じ温度で運用されているため、室内温

度で空調機が停止する制御を導入している場合でも、空調機が停止せずに、連続運転となり、非効率な運転

をしていることが多く見られる。 

（２） 空調機（パッケージ形空調機を含む。）の設定給気温度又は設定還気温度を 18℃以下に設定することで、空

調機の運転時間短縮や運転効率の改善により、空調及び換気エネルギーを低減することが可能となり CO2 削

減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．１５ 冬季冷房になる室の設定温度の適正化 

評価内容 

ミキシングロスの発生を抑えるために、冬季に暖房から冷房に切り換わる室は、起動時の室内温度が低めに設定さ

れているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） ミキシングロスの発生を抑えるために、次のアからウまでのいずれかに該当する室を除く、冬季に一日の中で

暖房運転から冷房運転に切り換わる室の床面積の 50％以上かつ 1,000 ㎡以上で、暖房運転の起動時の室

内設定温度が 20～22℃に設定され、その実施記録があるときは、「実施」を選択する。 

ア 冬季に常時冷房運転（室内温度に対して、吹出温度が常に低い場合）している室 

イ 冬季に常時暖房運転している室 

ウ 利用者が自由に設定温度を変更できる室 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□冬季に一日の中で暖房運転から冷房運転に切り換わる室の床面積の 50％

以上かつ 1,000 ㎡以上で、暖房起動時の室内温度が 20～22℃に設定さ

れていることを、根拠書類で確認できるか。 

□対象となる室が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□運転実績データ 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冬季は、起動時に外皮負荷や蓄熱負荷などにより暖房が必要となるが、建物の高気密化や内部発熱等により

その日のうちに冷房に切り換わる場合があり、起動時の室内温度が高過ぎると、ミキシングロスにより空調エネ

ルギーが増大する。 

（２） 冬季冷房になる室は、起動時の暖房運転設定温度を低めに設定し、冷房に切り換わってからのミキシングロス

を防止することで、空調エネルギーを低減することが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．１６ ファンのプーリーダウンの実施 

評価内容 

ダンパが絞られている系統のファンのプーリーダウンが実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） ダンパが極端に絞られている系統のファンのいずれかで、プーリーダウン※１が実施され、その実施記録がある

場合は、「実施」を選択する。 

 

※１：プーリーダウンとは、モータのプーリーをサイズダウンして取り替え、ファンの風量を落とすことで、消費電力を削減する対

策とする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□ダンパが極端に絞られている系統のファンのプーリーダウンが実施されている

ことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□実施報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 必要換気量に対して過大に選定されているファンは、風量調整ダンパを極端に絞っていることが多いため、適

正なプーリーサイズに変更することで、換気エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） プーリーダウンを実施する場合は、ファンの番手に応じて風量ダウンできる限界があるため、メーカーに確認

する必要がある。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．１７ 地下駐車場のスロープ等からの自然給気 

評価内容 

地下駐車場のスロープ等からの自然給気により、駐車場給気ファンが停止されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 地下駐車場のスロープ等からの自然給気により、駐車場給気ファンの一部が常時電源停止され、その実施記

録がある場合、又は地下駐車場の一部が自然給気で給気ファンが無い場合は、「実施」を選択する。 

 

 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□駐車場給気ファンの一部が常時電源停止されていること、又は地下駐車場の

一部が自然給気で給気ファンが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

□サンプリングした駐車場給気ファンが常時電源停止されていることを、現地で

確認できるか。 

 

□竣工図 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 地下駐車場へのスロープは、給気経路として有効に機能する場合は、自然給気とすることで、搬送動力の低

減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．１８ パッケージ形空調機の省エネチューニングの実施 

評価内容 

パッケージ形空調機の冷媒蒸発温度設定値の調整が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） パッケージ形空調機の冷媒蒸発温度設定値の調整が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場

合は「実施」を選択する。 

ア パッケージ形空調機台数の 50％以上で、高効率で稼動するような条件にチューニングされ、その実施記

録がある。 

イ パッケージ形空調機台数の 50％以上で、遠隔通信による冷媒蒸発温度設定値の調整が行われている。 
 

検証チェック項目 根拠書類等 

□パッケージ形空調機の冷媒蒸発温度設定値の調整が、パッケージ形空調機

台数の 50％以上で実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□実施報告書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷媒蒸発温度設定値の調整を適切に行うことで、高い COP で稼動し、空調の消費エネルギーの低減が可能

になるため、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．１９ 変風量システムの最小風量設定値の調整 

評価内容 

変風量システムの変風量装置 VAV の最小風量設定値が、設計風量に対して、どの程度の割合に調整されている

か。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 10％以下 
10％超 

20％以下 

20％超 

30％以下 

30％超 

40％以下 

40％超又は把

握できていない 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅱ3b.8 空調機の変風量システムの導入に該当する場合であって、変風量装置 VAV の最小風量設定値の調

整が実施され、その実施記録があるときは、その設計風量に対する最小風量設定値の割合を選択する。 

□（２） それぞれの変風量装置 VAV の最小風量設定値が異なる場合は、主たる室用途において最も多く設定され

ている値を選択する。 

□（３） 変風量装置 VAV の最小風量設定値が調整されていない場合、又は最小風量設定値が把握できていない場

合は、「40％超又は把握できていない」を選択する。 

 
 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての変風量装置 VAV の最小風量設定値及びその設計風量に対する割合

が、根拠書類で確認できるか。 

□それぞれの変風量装置 VAV の最小風量設定値が異なる場合は、主たる室

用途において最も多く設定されている値であることを根拠書類で確認できる

か。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□Ⅱ3b.8 空調機の変風量システムの導入が導入されていることを調書で確認で

きるか。 

 

□点検記録表 

□実施報告書 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機の変風量システムが導入されている場合、負荷変動に応じて風量が調整できるが、変風量装置 VAV

の最小風量設定値を小さくすることで、送風量を大きく低減できるため、空気搬送エネルギーの低減が可能と

なり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．２０ 変風量システムのインバータ周波数下限値の調整 

評価内容 

変風量システムの空調機ファンのインバータ周波数下限値が、どの程度の周波数に調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 10Hz 以下 
10Hz 超 15Hz

以下 

15Hz 超 20Hz

以下 

20Hz 超 25Hz

以下 

25Hz 超又は把

握できていない 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅱ3b.8 空調機の変風量システムの導入に該当する場合であって、空調機ファンのインバータ周波数下限値

が調整され、その実施記録があるときは、そのインバータ周波数下限値を選択する。 

□（２） 変風量システムの空調機が複数台あり、それぞれの空調機ファンのインバータ周波数下限値が異なる場合

は、全数又は主たる用途に設置されている空調機ファンにおいて単純平均した値、又は空調機ファン定格電

動機出力で加重平均した値を選択する。 

□（３） 空調機に複数のファンを組み込んでいる場合、それらの中でインバータ制御が導入されているものを対象と

する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□Ⅱ3b.8 空調機の変風量システムの導入に該当する空調機ファンのインバータ

周波数下限値の調整が実施されていることを根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□それぞれの空調機ファンのインバータ周波数下限値が異なる場合、全数又は

主たる用途に設置されている空調機ファンにおいて単純平均した値、又は空

調機ファン定格電動機出力で加重平均した値であることを根拠書類で確認で

きるか。 

□Ⅱ3b.8 空調機の変風量システムが導入されていることを調書で確認できる

か。 

□点検記録表 

□実施報告書 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機の変風量システムが導入されているが、空調機ファンのインバータ周波数が初期値のまま運用されて

いる場合があるため、インバータ周波数下限値を小さくすることで、空気搬送エネルギーの低減が可能となり、

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｂ．２１ 厨房外調機の換気モード切換制御による換気モード運転の適正化 

評価内容 

厨房外調機の換気モード切換制御による換気モードの運転が、どの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 ４か月以上 
３か月以上４か

月未満 

２か月以上３か

月未満 

１か月以上２か

月未満 
１か月未満  

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅱ3b.33 厨房外調機の換気モード切換制御の導入に該当する場合は、厨房外調機における年間の換気モ

ードでの運転期間を選択する。 

□（２） 換気モード切換制御が導入された厨房外調機が複数台あり、それぞれの年間換気モード運転期間が異なる

場合は、単純平均した値、又は厨房外気導入量で加重平均した値を選択する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□Ⅱ3b.33 厨房外調機の換気モード切換制御の導入に該当する厨房外調機に

おいて、年間の換気モードでの運転期間を根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□Ⅱ3b.33 厨房外調機の換気モード切換制御が導入されていることを調書で確

認できるか。 

□点検記録表 

□実施報告書 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 換気モード切換制御とは、中間期等の外気条件が良好な場合は、冷水バルブ、温水バルブ又は冷温水バル

ブを強制的に全閉とし、外調機で換気のみを行う制御であるため、その期間を可能な限り長くすることで、空

調エネルギーの低減が可能となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎（○） １ｃ．１ 居室以外の照度条件の緩和 

緩和措置 熱供給施設は一般項目とする。 

評価内容 

間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和が、主たる廊下、エントランスホール及び駐車場の床面積に対して、

どの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋Ｐ２×Ｋ２） 

昼間時間帯 係数 Ｋ１ 

取組状況 
廊下及び 

駐車場で実施 

廊下のみで 

実施 

駐車場のみで

実施 
実施無し   

０．３ 

点数 Ｐ１ １ ０．８ ０．５ ０   

夜間時間帯 係数 Ｋ２ 

取組状況 
廊下及び 

駐車場で実施 

廊下のみで 

実施 

駐車場のみで

実施 
実施無し   

０．７ 

点数 Ｐ２ １ ０．８ ０．５ ０   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和が、主たる廊下、エントランスホール及び駐車場で実施され、

その実施記録がある場合は、昼間時間帯※１と夜間時間帯※２それぞれで、次のアからオまでの選択肢の中

から該当するものを選択する。 

ア 主たる廊下及びエントランスホールの合計床面積の 80％以上、かつ駐車場の床面積の 80％以上で実施

されている場合は、「廊下及び駐車場で実施」とする。 

イ 駐車場が無い場合であって、主たる廊下及びエントランスホールの全てで実施されているときは、「廊下及

び駐車場で実施」とする。 

ウ 主たる廊下及びエントランスホールの合計床面積の 80％以上で実施されている場合は、「廊下のみで実

施」とする。 

エ 主たる廊下及びエントランスホールの合計床面積の 50％以上、かつ駐車場の床面積の 50％以上で実施

されている場合は、「廊下のみで実施」とする。 

オ 駐車場の床面積の 80％以上、又は主たる廊下及びエントランスホールの合計床面積の 50％以上で実施

されている場合は、「駐車場のみで実施」とする。 

□（２） 間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和とは、次のアからイまでのいずれかに該当する場合を対象とす

る。 

ア ３／４点灯以下に減灯しているもの（ランプ又は配線を抜いているものも含む。）、ランプ出力を 75％以下に

調光しているもの又は消灯している。 

イ Ⅱ3c.1 高効率照明器具の導入において、主たる室用途（廊下、エントランスホール、駐車場）ごとの点数が

0.9 以上である。 

※1：昼間時間帯とは、就業時間帯、営業時間帯などとする。 

※2：夜間時間帯とは、残業時間帯、無人となる時間帯などとする。 
検証チェック項目 根拠書類等 

□間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和の取組状況が、判断基準及び

根拠書類と整合しているか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 執務時間外等において、廊下や駐車場の照明器具の点灯を半灯、１／３等とすることで、照明エネルギーが

低減でき、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｃ．２ 清掃等の日常メンテナンス作業時の照明点灯時間・照度条件の適正化 

評価内容 

清掃や日常メンテナンス等の作業時に照明点灯時間延長の抑制又は照度条件の緩和が、主たる室用途の床面積

に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実施

又は実施無し 
   

 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 清掃や日常メンテナンス等の作業時に照明点灯時間延長の抑制※１又は照度条件の緩和※２が実施され、そ

の実施記録がある場合は、主たる室用途の床面積に対する割合を選択する。 

 

※１：照明点灯時間延長の抑制とは、利用者がいる時間帯に清掃等を行い、清掃や日常メンテナンス等だけのために照明を

点灯していないこととする。 

※２：照度条件の緩和とは、清掃や日常メンテナンス等を行う部分だけ照明を点灯すること、又は清掃や日常メンテナンス等の

作業に必要な照度まで減灯することで、実際に作業を実施する作業員等に周知されていることとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□清掃や日常メンテナンス等の作業時に照明点灯時間延長の抑制又は照度条

件の緩和が実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□主たる室用途の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□日常メンテナンス時の照明点滅方法に関

するマニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 清掃等の日常メンテナンス作業を室使用時に行うことや作業時の照度を緩和することで、照明エネルギーを低

減することが可能となり CO2 削減につながる。 

 

  

266



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｃ．３ 不要期間・不要時間帯の変圧器の遮断 

評価内容 

負荷がない時期、夜間等に、変圧器の遮断が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
不要変圧器 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 負荷がない時期や負荷が小さい夜間等に、変圧器の遮断が実施され、その実施記録がある場合は、「実施」

を選択する。 

□（２） 負荷がない時期や負荷が小さい夜間等に遮断可能な変圧器が無い場合は、「不要変圧器無し」を選択す

る。 

 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□遮断可能な変圧器がある場合、変圧器の遮断が実施されていることを、根拠書

類で確認できるか。 

□除外する場合、負荷がない時期や負荷が小さい夜間等に遮断可能な変圧器が

無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 変圧器には、無負荷時（鉄損）と負荷損（銅損）の大きく２種類の変換損失があり、変圧器が充電されている限

り負荷運転の有無に関係なく一定の無負荷損が発生する。 

（２） 負荷内容によって、夏季・冬季など一時期のみ稼動する負荷があるため、その負荷が同一変圧器にまとまっ

ている場合は、稼動が不要な時期に変圧器を遮断することで、変圧器における無負荷損の削減が可能とな

り、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｃ．４ 事務室の室内照度の適正化 

評価内容 

事務室の室内照度の適正化（概ね 500lx 以下）が、主たる事務室の床面積に対して、どの程度の割合で実施され

ているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
70％以上で 

実施 

50％以上 70％ 

未満で実施 

30％以上 50％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる事務室の室内照度の適正化が実施され、次のアからエまでのいずれかに該当する場合は、主たる事

務室の床面積に対する割合を選択する。 

ア 明るさセンサーの設定値を、室内照度が概ね 500lx 以下になるように調整され、その実施記録がある。 

イ 手元調光スイッチにより出力制御を行い、室内照度が概ね 500lx 以下になるように調整され、その実施記

録がある。 

ウ ランプ又は配線を抜いて、間引き点灯により、室内照度が概ね 500lx 以下になるように調整され、その実施

記録がある。 

エ 空気環境測定結果等により、室内照度の実測値が、概ね 500lx 以下になっていることを確認できる。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる事務室の室内照度が概ね 500lx 以下になるように、室内照度の適正化

が実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□主たる事務室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□サンプリングした事務室で、概ね 500lx 以下に設定されていることを、現地で

確認できるか。 

 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□空気環境測定結果報告書 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 震災後の節電対策、省エネルギーの取り組みから、オフィス環境において平均照度が 500lx 程度でも十分執

務が可能であることが分かった。調光、減光等で照度条件を概ね 500lx とすることで知的生産性の低下を抑

えた上で、照明エネルギーを削減することになり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｃ．５ 事務室の照度条件の緩和 

評価内容 

事務室の照明の間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和（概ね 300lx 以下）が、主たる事務室の床面積に対

して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
50％以上で 

実施 

30％以上 50％ 

未満で実施 

5％以上 30％ 

未満で実施 

5％未満(100

㎡以上)で実施 

5％未満で実施

又は実施無し 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる事務室の照明（タスク照明を除く。）の間引き点灯又は調光等による照度条件の緩和が実施され、次の

アからエまでのいずれかに該当する場合は、主たる事務室の床面積に対する割合を選択する。ただし、5％

未満の場合であっても、100 ㎡以上に導入されているときは、「5％未満(100 ㎡以上)で実施」を選択する。 

ア 明るさセンサーの設定値を、室内照度が概ね 300lx 以下になるように調整され、その実施記録がある。 

イ 手元調光スイッチにより出力制御を行い、室内照度が概ね 300lx 以下になるように調整され、その実施記

録がある。 

ウ ランプ又は配線を抜いて、間引き点灯により、室内照度が概ね 300lx 以下になるように調整され、その実施

記録がある。 

エ 空気環境測定結果等により、室内照度の実測値が、概ね 300lx 以下になっていることを確認できる。 

□（２） アンビエント（ベース）照明の設計照度が 300lx 以下で設計された場合は、Ⅱ３ｃ．１３ タスク＆アンビエント照

明システムの導入でも評価できるが、アンビエント照明の設計照度が 300lx を超える場合は、本評価項目のみ

で評価する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる事務室の室内照度が概ね 300lx 以下になるように、照度条件の緩和が

実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□主たる事務室の床面積に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□サンプリングした事務室で、概ね 300lx 以下に設定されていることを、現地で

確認できるか。 

 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□空気環境測定結果報告書 

□その他（               ） 

□現地確認（             ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事務室において、タスク照明と組み合わせることで、間引き点灯や調光等によりアンビエント（ベース）照明の照

度条件を概ね 300lx まで低減することが可能で、知的生産性の低下を抑えた上で、照明エネルギーを低減す

ることが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｃ．６ 時間外等の照明点灯エリアの集約化 

評価内容 

時間外等の照明点灯エリアを集約する工夫が行われているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 時間外等の照明点灯エリアを集約する工夫が 100 ㎡以上で行われ、次のアからエまでの全てを満たす場合

は、「実施」を選択する。 

ア 時間外等の照明点灯エリアの集約化のルールを定めた文書を作成し、利用者に順守を義務付けている。 

イ 時間外等の照明点灯エリアの集約化に関して、ポスター等を用いて利用者に対する啓発活動を実施して

いる。 

ウ 時間外等に、人が居るエリアのみ点灯するのではなく、点灯できるエリアを集約化し、そのエリアの照明の

みを点灯させている。 

エ 時間外等の照明点灯エリアの集約化が実施され、その実施記録がある。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□時間外等の照明点灯エリアを集約する工夫が 100 ㎡以上で行われ、判断

基準及び根拠書類と整合しているか。 

□時間外等に、人が居るエリアのみ点灯する対策や啓発活動のみの場合が評

価されていないか。 

□集約化のルールを定めた文書 

□啓発活動に係る資料 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 時間外等にて部分的に使用しているエリアのみ照明点灯することで、照明エネルギーの低減が可能となり CO2

削減につながる。 

（２） 共用部においても、用途ごと、動線ごとに点滅区分を分けることで非使用エリアの照明の消灯が可能となり、照

明エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ １ｃ．７ 人感センサーのタイマー設定時間の適正化 

評価内容 

人感センサーのタイマー設定時間の適正化が、主たる便所に対して、どの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 １分以内 ５分以内 10 分以内 
10 分超又は実

施無し 
  

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 人感センサーのタイマーの設定時間の適正化が実施されている場合は、主たる便所の 50％以上で行われて

いる人感センサーのタイマーの設定時間を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる便所の 50％以上で実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転管理マニュアル 

□調整作業報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 人感センサーのタイマー設定時間を短くすることで、消灯している時間帯が増加し、照明エネルギーの低減

が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） トイレブース毎に感知器を設けるなど、制御単位を小さくすることで、タイマーの設定時間を短くしやすくなる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｄ．１ 給水圧力の管理 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

バルブ全開時の末端圧力が過剰にならないように、給水ポンプユニットの設定圧力が調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
給水ポンプ 

ユニット無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 末端圧力が過剰にならないように、最末端までのバルブ及び水栓を全て全開にした状態で、全ての給水ポン

プユニット系統の設定圧力が調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 給水ポンプユニットが無い場合は、「給水ポンプユニット無し」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□給水ポンプユニットの設定圧力が調整され、判断基準及び根拠書類と整合

しているか。 

□除外する場合、給水ポンプユニットが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） バルブ全開時の末端給水圧力が過剰になっている場合は、給水ポンプユニットの設定圧力が過大になって

いるためである。給水ポンプユニットの設定圧力を適正にすることで、給水ポンプの消費電力を低減することが

可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １ｄ．２ 貯湯温度設定の緩和 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

衛生上可能な範囲で、貯湯温度設定の緩和が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 貯湯槽無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての中央給湯方式の貯湯槽で、貯湯温度が 60℃に設定され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択

する。 

□（２） 中央給湯方式の貯湯槽が無い場合は、「貯湯槽無し」を選択する。 

 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての中央給湯方式の貯湯槽で、貯湯温度が 60℃に設定されていること

を、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、中央給湯方式の貯湯槽が無いことを、根拠書類で確認でき

るか。 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 可能な限り貯湯温度を下げることにより、放熱ロスが減少し、給湯エネルギーの低減が可能となり CO2 削減に

つながる。 

（２） 中央給湯方式において、レジオネラ属菌対策のために、貯湯槽の貯湯温度は 60℃以上、末端の給水栓の

水温で 55℃以上に保つように保健所の指導がある。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．３ 揚水ポンプのバルブの開度調整 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

揚水ポンプ系統のバルブが極力抵抗とならないように調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
揚水ポンプ 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 全ての揚水ポンプ回りのバルブ開度が 80％以上に調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択す

る。 

□（２） 揚水ポンプが無い場合は、「揚水ポンプ無し」を選択する。 

 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての揚水ポンプ回りのバルブ開度が 80％以上に調整されていることを、根

拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、揚水ポンプが無いことを、調書で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□現地写真 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 揚水ポンプ系統のバルブは、設計流量に合わせてバルブで調整されている。バルブの開度が絞られている場

合は、バルブを開けることで抵抗が減るため、給水ポンプの消費電力を低減することが可能となり CO2 削減に

つながる。 

（２） バルブを開けることで、流量が増えるため、揚水ポンプ停止時間、高架水槽の供給圧力などを確認した上で、

調整することが重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

274



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．４ 洗浄便座暖房の夏季停止 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

洗浄便座暖房の夏季停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 洗浄便座無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる便所の洗浄便座及び暖房便座数の 80％以上で、暖房の夏季停止※１が実施され、その実施記録があ

る場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 主たる便所に洗浄便座及び暖房便座が無い場合は、「洗浄便座無し」を選択する。 

 

※１：暖房の夏季停止とは、便座本体での暖房停止設定、又は便座への電源供給の停止を、夏季を通して運用されているもの

とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる便所の洗浄便座及び暖房便座数の 80％以上で、暖房の夏季停止が

実施されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、主たる便所に洗浄便座及び暖房便座が無いことを、根拠書

類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 洗浄便座（暖房便座を含む。）は、暖房の必要がない夏季に停止することにより、無駄な電力の低減が可能と

なり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．５ 給水・給湯バルブの調整 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

節水のために給水・給湯の分岐バルブが使用上支障のない範囲で絞られているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 節水のために、主たる便所及び湯沸室の水栓ではね水が生じない程度の適正な水量となるように、給水及び

給湯の分岐バルブ又は止水栓が調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□全ての水栓で適正な水量となるように、給水及び給湯の分岐バルブ又は止

水栓が調整されていることを、根拠書類で確認できるか。 

 

 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 給水及び給湯の分岐バルブ開度を、供給先の圧力や水量に支障がない範囲で調整することにより、節水が

可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．６ 給湯温度設定の緩和 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

季節や用途等に応じた給湯温度設定の緩和が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 給湯無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる便所の洗面器数の 50％以上で、給湯温度※１設定の緩和が実施され、次のアからウまでのいずれかに

該当する場合は、「実施」を選択する。 

ア 給湯器の給湯温度が 35℃以下に設定され、その実施記録がある。 

イ 給湯器の仕様により給湯温度が 35℃以下に設定できない場合、給湯温度が機器の下限値に設定され、

その実施記録がある。 

ウ 中央給湯方式で、温度調整弁の給湯温度が 35℃以下に設定され、その実施記録がある。 

□（２） 主たる便所の洗面器数の 50％以上で給湯が無い場合、又は中央給湯方式で温度調整弁が無い場合は、

「給湯無し」を選択する。 

 

※１：給湯温度とは、混合水栓で湯のみ吐水した時の温度とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる便所の洗面器数の 50％以上で、給湯温度設定の緩和が実施され、

判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、主たる便所の洗面器数の 50％以上で給湯が無いこと、又は

中央給湯方式で温度調整弁が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□給湯温度設定一覧表 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 季節や用途に応じて、給湯設定温度を 35℃以下に緩和することで、給湯エネルギーの低減が可能となり CO2

削減につながる。 

（２） 中央給湯方式の末端給湯温度は、レジオネラ属菌対策のために、55℃以上に保つように保健所の指導があ

る。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．７ 貯湯式電気温水器の夜間・休日の電源停止 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

貯湯式電気温水器の夜間及び休日の電源停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 貯湯式電気温水器数の 50％以上で、スケジュール制御又はタイマーによる夜間及び休日の電源停止（深夜

電力利用で昼間電源停止しているものを含む。）が実施され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択す

る。 

□（２） 貯湯式電気温水器が無い場合は、「対象機器無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□貯湯式電気温水器数の 50％以上で、スケジュール制御又はタイマーによる

夜間及び休日の電源停止が実施されていることを、根拠書類で確認できる

か。 

□除外する場合、貯湯式電気温水器が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 給湯温水器は、夜間に給湯が必要ない場合も、貯湯温度を一定に保つために電力を消費しているため、夜

間に電源を遮断することで、給湯エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

278



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．８ 便所洗面給湯の給湯中止又は給湯期間の短縮 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

便所洗面給湯の給湯中止又は給湯期間の短縮が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 通年給湯中止 
夏季の 

給湯中止 
実施無し    

 

評価点 １ ０．８ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる便所の洗面器数の 80％以上で、給湯中止又は給湯期間の短縮が実施されている場合は、次のアから

イまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 通年給湯中止が実施され、その実施記録がある場合、又は給湯が無い場合は、「通年給湯中止」とする。 

イ 夏季の給湯中止が実施され、その実施記録がある場合は、「夏季の給湯中止」とする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□主たる便所の洗面器数の 80％以上で、給湯中止又は給湯期間の短縮が実

施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□評価書の選択肢が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□点検記録表 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 通年又は夏季に便所洗面給湯を中止することで、給湯エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

279



 

Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  d．給排水・給湯設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｄ．９ 給湯不要時間帯の給湯循環ポンプの停止 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

給湯不要時間帯の給湯循環ポンプの停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象機器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 給湯不要時間帯※１のある系統の全ての給湯循環ポンプの停止が実施され、その実施記録がある場合は、

「実施」を選択する。 

□（２） 給湯循環ポンプが無い場合又は全ての系統が 24 時間利用である場合は、「対象機器無し」を選択する。 

 

※１：給湯不要時間帯とは、営業時間外など、給湯が定常的に必要ではない時間帯とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□給湯不要時間帯のある系統の全ての給湯循環ポンプの停止が実施されて

いることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、給湯循環ポンプが無いこと、又は全ての系統が 24 時間利用

であることを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 給湯不要時間帯に、給湯循環ポンプを停止し、無駄な搬送動力と放熱ロスを低減することで、給湯エネルギ

ーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  e．昇降機設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １e．１ 夜間・休日等のエレベーターの運転台数の削減 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

夜間・休日等のエレベーターの運転台数の削減が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エレベーター

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 夜間・休日等のエレベーターの運転台数の削減が実施され、次のアからイまでのいずれかに該当する場合

は、「実施」を選択する。 

ア 夜間・休日等に、いずれかのエレベーターが停止され、その実施記録がある。 

イ 省エネ運転機能※１が有効に機能している。 

□（２） エレベーターが無い場合は、「エレベーター無し」を選択する。 

 

※１：省エネ運転機能とは、使用頻度が少ない夜間又は休日等に指定された台数のエレベーターを休止させる群管理機能と

する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□夜間・休日等のエレベーターの運転台数の削減が実施され、判断基準及び

根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、エレベーターが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□機器完成図 

□竣工図 

□運転操作マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 夜間・休日等のエレベーターの利用者が少ない時間帯にエレベーターの運転台数を削減して運行することに

より、昇降機エネルギーの低減が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  e．昇降機設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ １e．２ エレベーターかご内の空調設定温度の緩和 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

夏季のエレベーターかご内の空調設定温度が居室より高く設定されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
かご内空調 

無し 
実施 実施無し 

エレベーター

無し 
  

 

評価点 １ ０．８ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 夏季のエレベーターかご内の空調設定温度の緩和が実施されている場合は、次のアからイまでの選択肢の

中から該当するものを選択する。 

ア 全てのエレベーターでかご内空調が無い場合、又は常時空調が停止され、その実施記録がある場合は、

「かご内空調無し」とする。 

イ かご内空調のあるエレベーター台数の 80％以上で、夏季の空調設定温度又は実際の室内温度が 27℃以

上になるように調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） エレベーターが無い場合は、「エレベーター無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□夏季のエレベーターかご内の空調設定温度の緩和が実施され、判断基準

及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、エレベーターが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□機器完成図 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） かご内の空調設定温度を居室より高くすることで、かご内空調の消費電力の削減が可能となり CO2 削減につ

ながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．１ 外部に面する出入口の開閉の管理 

緩和措置 熱供給施設は評価項目から除外する。 

評価内容 

冷房時・暖房時の閉鎖など外部に面する出入口の開閉の適正な管理が、主たる動線の全出入口数に対して、どの

程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80％以上で 

実施 

40％以上 80％ 

未満で実施 

40％未満で実施

又は実施無し 
   

 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 冷房時及び暖房時に、外部に面する出入口の開閉が適正に管理され、次のアからイまでの全てを満たす場

合は、主たる動線の全出入口※１数に対する割合を選択する。 

ア 人の往来が無い時は扉が確実に閉鎖されているか日常点検で管理され、その実施記録がある。 

イ 自動ドアにより人の往来が無い時は閉鎖されている。 

 

※１：主たる動線の出入口とは、人の往来がある非空調空間と空調空間の境にある出入口（独立店舗、バルコニー、常時施錠さ

れている空間を除く。）とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□冷房時及び暖房時に、外部に面する出入口の開閉が適正に管理され、判

断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□主たる動線の全出入口数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、主たる用途が熱供給施設であるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷房時又は暖房時に、外部に面している出入口を閉鎖し、隙間風を防止することで、空調エネルギーの低減

が可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．２ 非稼働エリアのエア供給弁の閉止 

評価内容 

非稼働エリアのエア供給弁が閉止されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エアコンプ 

レッサー無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） エアコンプレッサーから非稼動エリア※１に分岐するエア供給弁の全てが閉止され、その実施記録がある場合

は、「実施」を選択する。 

□（２） 単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無い場合、又は非稼動エリアが無い場合は、「エアコンプレ

ッサー無し」を選択する。 

 

※１：非稼動エリアとは、1 日に６時間以上稼動しないエリアとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□エアコンプレッサーから非稼動エリアに分岐するエア供給弁の全てが閉止さ

れていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無いこと、

又は非稼動エリアが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 非稼動エリアのエア供給弁を閉止し、コンプレッサーの吐出圧力を抑えることで、無駄な消費電力の低減が可

能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．３ 非使用時間帯のエアコンプレッサーの停止 

評価内容 

非使用時間帯のエアコンプレッサーの停止が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エアコンプ 

レッサー無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 非使用時間帯※１にエアコンプレッサーが停止され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無い場合、又は非使用時間帯が無い場合は、「エアコンプ

レッサー無し」を選択する。 

 

※１：非使用時間帯とは、圧縮空気を使用していない時間帯とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□非使用時間帯にエアコンプレッサーが停止されていることを、根拠書類で確

認できるか。 

□除外する場合、単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無いこと、

又は非使用時間帯が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 非使用時間帯のエアコンプレッサーを停止することで、無駄な消費電力の低減が可能となり CO2 削減につな

がる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．４ エアコンプレッサーの設定圧力の適正化 

評価内容 

エアコンプレッサーの設定圧力がエア使用端の必要圧力＋0.1MPa 以下に調整されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エアコンプ 

レッサー無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 単相電源又は可搬式を除く全てのエアコンプレッサーの設定圧力が、エア使用端の最大必要圧力より＋0.1

ＭＰａ以下に調整され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無い場合は、「エアコンプレッサー無し」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□単相電源又は可搬式を除く全てのエアコンプレッサーの設定圧力が、エア

使用端の最大必要圧力より＋0.1MPa 以下に調整されていることを、根拠書

類で確認できるか。 

□除外する場合、単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無いこと

を、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） エアコンプレッサーの吐出圧力を使用端の必要圧力に対して適正に調整することで、無駄な消費電力の低減

が可能となり CO2 削減につながる。 

 

 

 

 

エアコンプレッサーの吐出圧力と消費動力（理論動力） 

 

  

［条件］ 

吸込空気温度：20℃ 

吸込空気湿度：60％ 

吸込圧力：-50mmAq 

圧縮段数：1 段 

流量：一定 

［出典］「工場の省エネルギーガイドブック 2023」 一般財団法人 省エネルギーセンター（令和５年８月） 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．５ エアコンプレッサー吸入空気温度の管理 

評価内容 

充分な換気の確保等、エアコンプレッサーの吸入空気温度が高くならないように管理されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エアコンプ 

レッサー無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 充分な換気の確保等により、単相電源又は可搬式を除く全てのエアコンプレッサーに対して、吸入空気温度

が外気温度＋５℃以下に管理され、その実施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無い場合は、「エアコンプレッサー無し」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□単相電源又は可搬式を除く全てのエアコンプレッサーに対して、吸入空気

温度が外気温度＋5℃以下に管理されていることを、根拠書類で確認できる

か。 

□除外する場合、単相電源又は可搬式を除くエアコンプレッサーが無いこと

を、根拠書類で確認できるか。 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 容積型圧縮機（レシプロ、スクリュー）の場合、吸入空気温度を下げることで、エアコンプレッサーの効率向上

による消費電力の低減が可能となり CO2 削減につながる。 

（２） エアコンプレッサーの吸入温度を下げるためには、エアコンプレッサー室を充分に換気すること、吸入口付近

に外気を供給すること、排気口に排気フードを設けること等が有効となる。 

 

 

 

 

エアコンプレッサーの吸込み温度と消費電力 

 

  

［出典］「省エネルギー診断技術ハンドブック」（財）省エネルギーセンター（平成 19 年 6 月） 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．６ 冷凍・冷蔵設備冷却器の除霜（デフロスト）の実施 

評価内容 

冷凍・冷蔵設備冷却器の除霜（デフロスト）（着霜制御がある場合も除霜実施と見なす。）が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
冷凍・冷蔵 

設備無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 設置面積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵設備冷却器の除霜（デフロスト）※１が実施され、その実施記録又は、着

霜制御がある場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 冷凍・冷蔵設備が無い場合は、「冷凍・冷蔵設備無し」を選択する。 

 

※１：冷却器の除霜（デフロスト）とは、温水散布、電気加熱、ホットガス加熱（圧縮機から吐き出される熱利用）などにより除霜す

るものとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□設置面積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵設備冷却器の除霜（デフロスト）が実施

されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、冷凍・冷蔵設備が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

 

□運転操作マニュアル 

□点検記録表 

□機器完成図 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷凍・冷蔵設備冷却器を除霜し、冷却効率低下の抑制することで、消費電力の低減が可能となり CO2 削減に

つながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ １ｆ．７ 情報通信施設の PUE の実績 

緩和措置 情報通信施設以外は評価項目から除外する。 

評価内容 

主たる用途が情報通信施設の場合、PUE(Power Usage Effectiveness)の実績がどの程度か。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 1.6 以下 
1.6 超 

1.8 以下 
1.8 超 

2.0 以下 
2.0 超 

2.2 以下 
2.2 超 

把握できて
いない 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる用途が情報通信施設の場合は、前年度の PUE（Power Usage Effectiveness）※１の実績値を選択する。

なお、前年度の PUE の実績値を算出していない場合は、「把握できていない」を選択する。 

□（２） PUE の算出方法については「トップレベル事業所等認定における東京都版ＰＵＥ値の取扱いについて」

（P.331）を参照のこと。 

 

※１：PUE（Power Usage Effectiveness）とは、データセンター全体の消費電力量を IT 機器全体の消費電力量で除した値とする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□前年度の PUE の実績値を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 情報通信施設の CO2 削減対策を進めていく上で、PUE による評価により省エネ性能を可視化することが重要

となる。 

（２） PUE は情報通信施設で IT 機器以外の設備で消費される電力・損失の指標となり、1.0 に近いほど省エネ性能

が向上していると評価できる。 

（３） TheGreenGrid による米国のデータセンターの`PUE 実態調査の結果では、平均値は 1.91 を示しており、1.51

～1.75 の間に入る情報通信施設が最も多かった。日本における 2010 年度経済産業省の委託によりグリーン

IT 推進協会が調査した結果では、平均値は 1.74 となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PUE（Power Usage Effectiveness）の実績 
[出典]グリーン IT 推進協会「グリーン IT 推進協議会 調査分析委員会 総合報告書（2008 年度～2012 年度）」 

  

 

全消費量＝IT機器の消費電力 1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

全消費電力の半分が IT機器の消費電力 

全消費電力の 3分の１が IT機器の消費電力 

1.4：米国環境保護庁（EPA）の 2011年までの目標値 

 
1.74：2010年度グリーン IT推進協会調査による平均値 

 

一般的なデータセンター 

 

エネルギー利用効率が悪いため、改善が必要 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  １．運用管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １ｆ．８ 情報通信施設の PUE の改善 

評価内容 

主たる用途が情報通信施設の場合、PUE の実績が 1.4 以下であるか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 1.4 以下 1.4 超      

評価点 １ ０      

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる用途が情報通信施設の場合、前年度の PUE が 1.4 以下であるときは「1.4 以下」を選択する。  

 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□前年度の PUE の実績値を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） データセンターの発熱量にあわせた空調機ファン回転数の調整、空調機運転台数の調整、送水温度の緩和

等に加え、可能であれば外気冷房やフリークーリングを実施することで、PUE が改善され、CO2 削減につなが

る。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ ２a．１ 熱源機器の点検・清掃 

評価内容 

冷凍機のコンデンサ及びエバポレータの清掃、燃焼機器の伝熱面の清掃及びスケール除去、バーナーノズルの点

検等の熱源機器の点検・清掃が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 点検のみ実施 実施無し 
熱源機器 

無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱源機器の点検・清掃が適切な頻度で実施され、次のアからウまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択

する。 

ア 冷凍機がある場合、コンデンサ又はエバポレータの清掃の頻度が、５年以下である。 

イ 燃焼機器がある場合、伝熱面の清掃及びスケール除去の頻度が、５年以下である。 

ウ 燃焼機器がある場合、バーナーノズルの点検の頻度が、２年以下である。 

□（２） 全ての熱源機器の点検を毎年実施している場合であって、メーカー見解等により清掃を実施していないとき

は、「点検のみ実施」を選択する。 

□（３） 点検・清掃の頻度が熱源機器により異なる場合は、最も短い周期（全体の 10％未満であるものを除く。）の頻

度とする。 

□（４） 熱源機器が無い場合は、「熱源機器無し」を選択する。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□冷凍機のコンデンサ又はエバポレータの清掃、燃焼機器の伝熱面の清掃及

びスケール除去、バーナーノズルの点検の頻度が、判断基準及び根拠書類

と整合しているか。 

□除外する場合、熱源機器が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷凍機のコンデンサやエバポレータにスケールやスライムが付着した場合は、それぞれの熱交換効率が悪く

なり、コンデンサの凝縮温度が高くなることやエバポレータの蒸発温度が低くなることで、冷凍機の成績係数

が低下し、熱源エネルギーが増加する。したがって、コンデンサやエバポレータを定期的に清掃することで、

熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） ボイラーの伝熱面その他の伝熱に係る部分は、管理基準を設けて定期的にばいじんやスケールその他の付

着物を除去し、伝熱性能の低下を防止することで、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 の削

減につながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収冷凍機の洗浄による改善効果例               スケール付着と燃料増加率  
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ ２a．２ 冷却水の適正な水質管理及び冷却塔の充填材の清掃 

評価内容 

冷却水の適正な水質管理及び冷却塔の充填材の清掃が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 点検のみ実施 実施無し 冷却塔無し   
 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 冷却水の適正な水質管理※１及び冷却塔の充填材の清掃が適切な頻度で実施され、次のアからウまでの全

てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア 冷却水の適正な水質管理の頻度が、１ヶ月以下である。 

イ 冷却塔の充填材の清掃の頻度が、５年以下である。 

ウ 水質が適正で無い場合は、適正な措置が施されている。 

□（２） 全ての冷却塔の点検を毎年実施している場合であって、メーカー見解等により清掃を実施していないときは、

「点検のみ実施」を選択する。 

□（３） 水質管理及び清掃の頻度が冷却塔により異なる場合は、最も短い周期（全体の 10％未満であるものを除

く。）の頻度とする。 

□（４） 冷却塔が無い場合は、「冷却塔無し」を選択する。 

 

※１：適正な水質管理とは、冷却水の水質測定を実施し、その水質を管理することとする。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□冷却水の適正な水質管理及び冷却塔の充填材の清掃が適切な頻度で実施

され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、冷却塔が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 開放式冷却塔の場合は、冷却水を大気へ開放するため、空気中の不純物が冷却水系統に混入し、冷却水

の水質が汚染されることや、冷却塔での蒸発に伴い、徐々に水中のカルシウム、ケイ酸塩、炭酸塩などが濃

縮し、冷却水系統にスケールが生成されることで、効率的な熱交換が妨げられ、熱源システムの効率が低下

し、熱源エネルギーが増加する。定期的に冷却水の水質管理を行うことで、熱源システムの効率の低下に伴

う熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 水質管理の代表的な方法としては、次に挙げられるものがある。 

ア 濃縮管理（＝ブロー調整：冷却水中の濃縮された不純物を排出し、補給水と交換して除去する方法） 

電気伝導率やタイマーによる自動ブローや人為的に補給水を供給するオーバーフロー等がある。 

イ 薬注管理（防食・スケール防止剤やスライムコントロール剤を注入する方法） 

注入方法は、タイマーや補給水流量比例による自動化が多い。 

（３） 冷却塔の充填材にスケールやスライムが堆積すると、熱交換効率が低下する。定期的に冷却塔の充填材の

清掃を行うことで、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 の削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２a．３ 熱源用制御機器の点検及び制御バルブ等の作動チェック 

評価内容 

熱源用制御機器の点検及び制御バルブ等の作動チェックが適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象設備無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱源用制御機器※１の点検及び制御バルブ等※２の作動チェックが適切な頻度で実施され、次のアからエまで

の全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア メーカーによる熱源用制御機器の点検の頻度が、５年以下である。 

イ メーカーによる制御バルブ等の作動チェックの頻度が、３年以下である。 

ウ 問題がある場合は、調整、校正、交換等の適正な措置が施されている。 

エ メーカー以外が行う場合は、メーカーが推奨する技術基準に基づいて行っている。 

□（２） 点検の頻度が熱源システムの系統等により異なる場合は、最も短い周期（全体の 10％未満であるものを除

く。）の頻度とする。 

□（３） 熱源用制御機器及び制御バルブ等が無い場合は、「対象設備無し」を選択する。 

 

※１：熱源用制御機器とは、熱源システム、熱交換器及び空調用ポンプシステムの制御機器や温度計、圧力計、流量計等の

センサー類とする。 

※２：制御バルブ等とは、冷水、温水、冷温水、蒸気等の制御バルブとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□熱源用制御機器の点検及び制御バルブ等の作動チェックが適切な頻度で実

施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、熱源用制御機器及び制御バルブ等が無いことを、根拠書類

で確認できるか。 

□保守・点検報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 熱源システムの運転制御を行う機器における動作不良やセンサー類の精度の低下は、熱源システムの効率

的な運転を妨げる原因となる。定期的に熱源用制御機器の点検を行い、熱源システムの効率低下を防ぐこと

で、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） 制御バルブが、適正に作動しているかの確認を定期的に実施することで、運転制御の信頼性が高まり、熱源

エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２a．４ 熱交換器の清掃 

評価内容 

熱交換器の清掃が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 熱交換器無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 熱交換器※１（プレート形を含む。）の清掃の頻度が、５年以下である場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 清掃の頻度が熱交換器により異なる場合は、最も短い周期（全体の 10％未満であるものを除く。）の頻度とす

る。 

□（３） 熱交換器が無い場合は、「熱交換器無し」を選択する。 

 

※１：熱交換器とは、シェル＆チューブ形、プレート形等で、水－水、蒸気－水、ブライン－水の熱交換器とし、空気－水の熱

交換器は含まない。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□熱交換器（プレート形を含む。）の清掃の頻度が、判断基準及び根拠書類と

整合しているか。 

□除外する場合、熱交換器が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 熱交換器コイル内側の水に接する面にスケールやヌメリが付着することで、熱交換効率が低下するため、定

期的に清掃を行うことで、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２a．５ 蒸気配管・バルブ・スチームトラップからの漏れ点検 

評価内容 

蒸気配管、バルブ等からの漏れ点検及びスチームトラップの点検が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 蒸気配管無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 蒸気配管、バルブ等からの漏れ点検※１、及びスチームトラップの点検※２が適切な頻度で実施され、次のアか

らウまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア 全ての蒸気配管及びバルブからの漏れ点検の頻度が、５年以下である。 

イ スチームトラップの点検の頻度が、１年以下である。 

ウ 漏れ又は異常がある場合は、適正な措置が施されている。 

□（２） 点検の頻度が系統、設置箇所等により異なる場合は、最も短い周期（全体の 10％未満であるものを除く。）の

頻度とする。 

□（３） 蒸気配管が無い場合、「蒸気配管無し」を選択する。 

 

※１：漏れ点検とは、目視、音、温度などにより漏れを確認することとする。 

※２：スチームトラップの点検とは、動作状況の目視、動作音、振動、温度等を、点検チェッカー、精密診断システム、聴音棒

などを使用して、その異常を点検することとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□蒸気配管、バルブ等からの漏れ点検、及びスチームトラップの点検が適切な

頻度で実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、蒸気配管が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 蒸気を製造するためには、多くのエネルギーを消費しており、漏れが生じると、エネルギーロスが大きい。配

管の継手やバルブ等から漏れがないように、定期的に点検を実施することで、熱源エネルギーの増加を防ぐ

ことが可能となり CO2 削減につながる。 

（２） スチームトラップで漏れ等が生じるとエネルギーロスが大きい。スチームトラップを定期的に点検することで、

異常が早期に発見でき、適正な措置を施すことで、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減

につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  a．熱源・熱搬送設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ ２a．６ 熱源機器のメーカーによる遠隔監視 

評価内容 

予知予防保全のために熱源機器のメーカーによる遠隔監視が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 予知予防保全のために、いずれかの熱源機器でメーカーによる遠隔監視※１が実施されている場合は、「実

施」を選択する。 

 

※１：遠隔監視とは、予知予防保全を目的として、機器の運転状態等を、熱源機器メーカーがインターネットや電話回線等を

介して、工場の遠隔監視センター等で監視するものとする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□いずれかの熱源機器でメーカーによる遠隔監視が実施されていることを、根

拠書類で確認できるか。 

□遠隔監視契約書 

□遠隔監視報告書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 熱源機器メーカーが常に機器の運転状態や計測・計量データによる運転効率を遠隔監視することで、メーカ

ーから運転データの定期報告やデータに基づく適切なメンテナンスの提案を受け、効率的に予防保全を行う

ことができる。熱源機器が常に良好な状態で運転することで、熱源エネルギーの増加を防ぐことが可能となり

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

◎ ２ｂ．１ 空調機・ファンコイルユニット等のフィルターの清浄 

評価内容 

空調機、ファンコイルユニット等のフィルターの清浄が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニット及びファンのフィルターの清浄が適切な頻度で実施され、

次のアからイまでのいずれかに該当する場合は、「実施」を選択する。 

ア 空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニット又はファンのプレフィルターの清浄の頻度が、６ヶ月以

下である。 

イ 差圧計による差圧の計測の頻度が、３ヶ月以下であり、フィルターの清掃の時期の目安となる技術的な根

拠に基づく判断により清掃が実施されている。 

□（２） 清浄の頻度の優先順位は、空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニット、ファンの順とし、同一機種の

中で機器により清浄の頻度が異なる場合は、台数の最も多いものとする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニット及びファンのフィルターの

清浄が適切な頻度で実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニット及びファンのプレフィルターを清浄しない場合は、送風抵

抗が大きくなるため、空調能力が低下し、空気搬送エネルギーの増加の要因となる。定期的にプレフィルター

を清浄し、送風効率や熱交換性能を維持することで、空気搬送エネルギーの増加を防ぐことが可能となり

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｂ．２ センサー類の精度チェック及び制御ダンパ等の作動チェック 

評価内容 

センサー類の精度チェック及び制御ダンパ等の作動チェックが適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象設備無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） センサー類※１の精度チェック及び制御ダンパ等※２の作動チェックが適切な頻度で実施され、次のアからウま

での全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア メーカーによるセンサー類の精度チェック及び制御ダンパ等の作動チェックの頻度が、３年以下である。 

イ 問題がある場合は、調整、校正、交換等の適正な措置が施されている。 

ウ メーカー以外が行う場合は、メーカーが推奨する技術基準に基づいて行っている。 

□（２） 精度チェック又は作動チェックの頻度がセンサーの種類、系統等により異なる場合は、最も短い周期（全体に

占める割合が 10％未満のものを除く。）の頻度とする。 

□（３） センサー類及び制御ダンパ等が無い場合は、「対象設備無し」を選択する。 

 

※１：センサー類とは、温湿度計、CO2 濃度計等のセンサー類とする。 

※２：制御ダンパ等とは、外気取入制御や風量制御等を行う VAV や制御ダンパ、空調機コイル廻りの制御バルブ等とする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□センサー類の精度のチェック及び制御ダンパ等の作動チェックが適切な頻

度で実施され、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、センサー類及び制御ダンパ等が無いことを、根拠書類で確

認できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機器廻りなどのセンサー類の精度の低下は、空調システムの効率的な運転を妨げるため、定期的に精

度チェックを行い、空調システムの効率低下を防ぐことで、空調エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2

削減につながる。 

（２） 空調機器廻りなどのダンパ類の作動における精度の低下は、空調システムの効率的な運転を妨げるため、定

期的に点検を行い、空調システムの効率低下を防ぐことで、空調エネルギーの増加を防ぐことが可能となり

CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｂ．３ 空調機・ファンコイルユニット等のコイルフィンの清浄 

評価内容 

空調機、ファンコイルユニット等のコイルフィンの清浄が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 空調機、パッケージ形空調機又はファンコイルユニットのコイルフィンの清浄の頻度が５年以下である場合

は、「実施」を選択する。 

□（２） 清浄の頻度の優先順位は、空調機、パッケージ形空調機、ファンコイルユニットの順とする。ただし、同一機

種の中で、機器により清浄の頻度が異なる場合は、台数の最も多いものとする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□空調機、パッケージ形空調機又はファンコイルユニットのコイルフィンの清浄

の頻度が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機、パッケージ形空調機及びファンコイルユニットのコイルフィンに異物が付着すると、熱交換効率が低

下し、かつ送風抵抗が大きくなるため、空調能力が低下し、空調エネルギーの増加の要因となる。コイルフィ

ンを定期的に清浄することで、空調エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｂ．４ パッケージ屋外機のフィンコイル洗浄 

評価内容 

パッケージ屋外機のフィンコイル洗浄が適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ形 

空調機無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） パッケージ形空調機の屋外機のコイルフィンの洗浄の頻度が５年以下である場合は、「実施」を選択する。 

□（２） 機器により洗浄の頻度が異なる場合は、台数の最も多いものとする。 

□（３） パッケージ形空調機の屋外機が無い場合は、「パッケージ形空調機無し」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□パッケージ形空調機の屋外機のコイルフィンの洗浄の頻度が、判断基準及び

根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、パッケージ形空調機の屋外機が無いことを、根拠書類で確認

できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） パッケージ形空調機の屋外機の熱交換部分であるフィンコイルに汚れが付着した場合は、熱交換効率が低

下し、空調エネルギーが増加する。定期的にコイル部分に付着した汚れを洗浄することで、空調エネルギー

の増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｂ．５ 省エネファンベルトへの交換 

評価内容 

省エネファンベルトへの交換が、ベルト駆動ファンの全台数に対して、どの程度の割合で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
50％以上で 

実施 

20％以上 50％ 

未満で実施 

20％未満で実施

又は実施無し 

ベルト駆動 

ファン無し 
  

 

評価点 １ ０．５ ０ ―   

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 空調機及びファンのベルト駆動ファンで、省エネファンベルト※１への交換が実施されている場合は、ベルト駆

動ファン全台数に対する割合を選択する。 

□（２） ベルト駆動ファンが無い場合は、「ベルト駆動無し」を選択する。 

 

※１：省エネファンベルトとは、Ｖベルトの底面を山型の断面形状とすることで、動力伝達損失の中で最も大きな割合を占める

ベルト曲げ応力による損失を従来のファンベルトに対して低減したもの、又はファンのプーリーとモータのプーリーの間

にベルト張り調整用のプーリーを設置し、平ベルトを用いているもののいずれかとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□空調機及びファンのベルト駆動ファンの省エネファンベルトへの交換を、根拠

書類で確認できるか。 

□ベルト駆動ファン全台数に対する割合を、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、ベルト駆動ファンが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□機器完成図 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 空調機やファンなどに使用されているファンベルトを従来型から省エネ型に取替えることで、動力損失が軽減

され、空気搬送エネルギー及び換気エネルギーが低減することにより CO2 削減につながる。 

（２） 省エネファンベルトは、空調機に適合するものを選定し、騒音・振動等が発生しないものを選定する。省エネ

ファンベルトの選定や導入後のファンベルトの張力、たるみ等の調整方法については、メーカー等に問い合

わせて確認する。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  b．空調・換気設備 

評価分類 No. 評価項目 

+ ２ｂ．６ パッケージ形空調機のメーカーによる遠隔監視 

評価内容 

予知予防保全のために、パッケージ形空調機のメーカー等による遠隔監視が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 予知予防保全のために、パッケージ形空調機のメーカー等による遠隔監視※１が実施され、次のアからイまで

の全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア パッケージ形空調機全台数（調書 パッケージ形空調機（第２号様式その６）の台数の合計）の 80％以上が

対象である。 

イ 遠隔監視の契約先が、パッケージ形空調機のメーカー、又はエネルギー会社（ガスエンジンヒートポンプ式

に限る。）である。 

 

※１：遠隔監視とは、予知予防保全を目的として、機器の運転状態等を、メーカーがインターネットや電話回線等を介して、

工場の遠隔監視センター等で監視するものとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□パッケージ形空調機のメーカー等による遠隔監視が実施され、判断基準及び

根拠書類と整合しているか。 

 

 

□遠隔監視契約書 

□遠隔監視報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） パッケージ形空調機メーカーが常に機器の運転状態や計測・計量データによる運転効率を遠隔監視すること

で、メーカーから運転データの定期報告やデータに基づく適切なメンテナンスの提案を受け、効率的に予防

保全を行うことができる。パッケージ形空調機が常に良好な状態で運転することで、熱源エネルギーの増加を

防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｃ．１ 照明用制御設備の作動チェック 

評価内容 

照明用制御設備の作動チェックが適切な頻度で実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 照明制御無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 人感センサー及び明るさセンサーなどの照明用制御設備の作動チェック※１が適切な頻度で実施され、次の

アからイまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア 全ての照明用制御設備の個数の 80％以上で、照明制御設備の作動チェックが実施されている。 

イ 照明用制御設備の作動チェックの頻度が、５年以下である。 

□（２） 作動チェックの頻度が制御設備の種類等により異なる場合は、最も 短い周期の頻度（全体に占める割合が

10％未満のものを除く。）とする。 

□（３） 照明用制御設備が無い場合は、「照明制御無し」を選択する。 

 

※１：照明用制御設備の作動チェックとは、人感センサー及び明るさセンサー（照明器具別置及び内蔵）が正常に作動するこ

とを確認することとする。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□照明用制御設備の作動チェックが適切な頻度で実施され、判断基準及び根

拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、照明用制御設備が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□運転管理マニュアル 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 照明用制御に係るセンサー類が室内状態を正確に把握し、それを受けて制御が正常に作動しているかを定

期的に確認することは、照明エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｃ．２ 照明器具の清掃及び定期的なランプ交換 

評価内容 

照明器具の清掃及び定期的なランプ交換が汚れの状態や用途に応じて定期的に実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 照明器具の清掃及び定期的なランプ交換が適切な頻度で実施され、次のアからイまでの全てを満たす場合

は、「実施」を選択する。 

ア ランプ及び反射板の清掃が実施されている室の床面積合計値が 1000 ㎡以上で、清掃の頻度が、３年以

下である。 

イ ランプの寿命を考慮した頻度で、計画的にランプの一斉交換が実施されている室の床面積合計値が 

1000 ㎡以上である。 

□（２） 照明器具の定期的なランプ交換については、LED 照明は評価の対象外とする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□照明器具の清掃及び定期的なランプ交換が適切な頻度で実施され、判断基

準及び根拠書類と整合しているか。 

 

□保守・点検報告書 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 照明器具を汚れたまま放置した場合は、照明効率が低下し、従来の照度を維持できなくなる。特に照明器具

にほこりが溜まると照明器具の反射板の反射率、カバー類の透過率、部屋の反射率が低減し、室の照度が大

幅に低下する。 

（２） 近年多く採用されている自動調光型照明器具は、照度の低下に伴い自動的にランプ発光光束を上げるため、

ランプや反射板の清掃を行わない場合は、照明エネルギーが増加する。定期的に照明器具の清掃を実施し、

照明効率を維持することで、照明エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 

（３）ランプの状態を定期的に確認し、古くて光束の減ったランプを取り替えることで、良好な視環境を保つとともに、

照明エネルギーの増加を防ぐことが可能となり、CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  c．照明・電気設備 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｃ．３ ランプ交換時の初期照度補正リセットの実施 

評価内容 

タイマー式の初期照度補正制御付きの照明器具のランプ交換時に、リセット操作が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 対象設備無し    
 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 照明器具にタイマー方式の初期照度補正制御が導入されている場合であって、ランプ交換時のタイマーのリ

セット方法について、実際に作業を実施する作業員等に周知され、ランプ交換時にタイマーのリセットが実施

されているときは、「実施」を選択する。 

□（２） タイマー方式の初期照度補正制御付き照明器具が無い場合は、「対象設備無し」を選択する。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□ランプ交換時のタイマーのリセット方法について、実際に作業を実施する作業

員等に周知されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□ランプ交換時にタイマーのリセット方法が実施されていることを、根拠書類で

確認できるか。 

□除外する場合、タイマー方式の初期照度補正制御付き照明器具が無いこと

を、根拠書類で確認できるか。 

 

□タイマーのリセット方法に関するマニュア

ル 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） タイマー方式の初期照度補正制御機能のある照明器具は、交換時においてタイマーをリセットすることが必要

であり、タイマーをリセットしない場合は、初期照度補正制御が有効に機能しない。ランプの交換時にタイマー

を確実にリセットすることにより、照明エネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｆ．１ 冷凍・冷蔵庫の保温管理 

評価内容 

冷凍・冷蔵庫の保温状況の点検及び保守が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
冷凍・冷蔵庫 

無し 
   

 

評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 冷凍・冷蔵庫の保温状況の点検及び保守が、適切な頻度で実施され、次のアからウまでの全てを満たす場

合は、「実施」を選択する。 

ア 事務所テナント又は小規模店舗テナント※１設置分を除く設置面積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵庫の保温状

況の点検及び保守の頻度が、１年以下である。 

イ 結露の有無、パッキン部分の隙間の有無、パネルの極端なへこみの有無等を確認し、点検記録表が作成

されている。 

ウ 問題がある場合は、適正な措置が施されている。 

□（２） 事務所テナント又は小規模店舗テナント設置分を除く設置面積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵庫が無い場合は、

「冷凍・冷蔵庫無し」が選択されていることを確認する。 

 
※１：小規模店舗テナントとは、バックヤードを含んだ店舗面積 500 ㎡未満の店舗とする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□冷凍・冷蔵庫の保温状況の点検及び保守が、適切な頻度で実施され、判断

基準及び根拠書類と整合しているか。 

□除外する場合、事務所テナント又は小規模店舗テナント設置分を除く設置面

積が 1.6 ㎡以上の冷凍・冷蔵庫が無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 冷凍・冷蔵庫において、定期的に冷気の漏洩や冷凍機の劣化を確認し、不具合箇所については適正な措置

を実施することで、冷凍・冷蔵設備に係るエネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅲ.事業所及び設備の運用に関する事項  ２．保守管理  f．その他 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２ｆ．２ ｴｱ配管･ﾊﾞﾙﾌﾞからの漏れ点検及びｴｱｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰ吸込みﾌｨﾙﾀｰの清掃 

評価内容 

エア配管及びバルブからの漏れ点検及びエアコンプレッサーの吸込みフィルターの清掃が適切に実施されている

か。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 実施無し 
エアコンプ 

レッサー無し 
   

 
評価点 １ ０ ―    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） エア配管及びバルブからの漏れ点検※１、及びエアコンプレッサーの吸い込みフィルターの清掃が適切な頻

度で実施され、次のアからウまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択する。 

ア 全てのエア配管及びバルブを対象とした漏れ点検の頻度が、１年以下である。 

イ 単相電源又は可搬式のものを除く全てのエアコンプレッサーの吸込みフィルターの清掃の頻度が、１年以

下である。 

ウ エア配管及びバルブからの漏れがあった場合は、適正な措置が施されている。 

□（２） エアコンプレッサーが無い場合は、「エアコンプレッサー無し」を選択する。 

 

※１：エア配管及びバルブからの漏れ点検とは、目視や音、エア配管に設置されている圧力計の計測結果等により、圧縮空気

がエア配管から漏れていないことを確認して、その結果について点検記録表を作成することとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□エア配管及びバルブからの漏れ点検及びエアコンプレッサーの吸込みフィル

ターの清掃が適切な頻度で実施され、判断基準及び根拠書類と整合してい

るか。 

□除外する場合、エアコンプレッサーが無いことを、根拠書類で確認できるか。 

 

□点検記録表 

□保守・点検報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） エア配管及びバルブからの漏れを防ぐことにより、エアコンプレッサーに係るエネルギーの増加を防ぐことが可

能となり CO2 削減につながる。 

（２） エア配管の継手やバルブ等から漏れがないように、現地の配管又はバルブ周辺の目視や音の確認、圧力計

による圧力確認等を定期的に実施することが重要となる。 

（３） エアコンプレッサーの吸込みフィルターを清浄することで、フィルターに付着した汚れによる空気抵抗が低減

し、エアコンプレッサーに係るエネルギーの増加を防ぐことが可能となり CO2 削減につながる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  １．オンサイトの再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

◎（〇，＋） １．１ 太陽光発電システムの導入 

緩和措置 
Ⅳ2.1 のオフサイトの再生可能エネルギー電力量が 20MWh／年以上の場合は一般項目とする。 

熱供給施設の場合は加点項目とする。 

評価内容 

太陽光発電システムがどの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 発電容量 

評価点 認定基準 別表第２の式 10 による。（50kW 以上で１点、10kW 未満で０点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所の敷地内に、自家消費のための太陽光発電システム（オンサイト PPA を含む。）が導入されている場

合、発電容量、年間発電量を記入すると、評価点が自動計算される。 

□（２） 発電容量は、Ⅳ１．２ 大規模太陽光発電システムの導入で評価される分も含めた定格発電容量を記入す

る。 

□（３） 年間発電量は、Ⅳ１．２ 大規模太陽光発電システムの導入で評価される分も含めた前年度の年間発電量を

記入する。 

 
 

検証チェック項目 根拠書類等 

□発電容量、年間発電量が漏れなく記入され、根拠書類と整合しているか。 

 

 

□システム図 

□機器完成図 

□竣工図 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 太陽光発電システムを導入し、化石エネルギーの消費を削減することによりCO2削減につながる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  １．オンサイトの再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １．２ 大規模太陽光発電システムの導入 

評価内容 

大規模な太陽光発電システムがどの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 発電容量 

評価点 認定基準 別表第２の式 11、式 12 による。（2,000kW 以上で１点、200kW で 0.8 点、50kW 以下で０点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅳ１.１ 太陽光発電システムの導入において、発電容量が 50kW を超える分は、本評価項目における評価点

が自動計算される。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□発電容量、年間発電量が漏れなく記入され、根拠書類と整合しているか。 

 

□システム図 

□機器完成図 

□竣工図 

□運転実績データ 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 太陽光発電システムを導入し、化石エネルギーの消費を削減することによりCO2削減につながる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  １．オンサイトの再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

＋ １．３ 再生可能エネルギーシステムの導入 

評価内容 

太陽光発電システム以外の再生可能エネルギーを利用するシステムがどの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
電力換算で
100kW 以上 

採用 

電力換算で
50kW 以上 
100ｋW 未満 

採用 

電力換算で
30kW 以上 
50kW 未満 

採用 

電力換算で
10kW 以上 
30ｋW 未満 

採用 

電力換算で
10kW 未満 

採用 
又は採用無し 

 
 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所の敷地内に、太陽光発電システム以外の再生可能エネルギーを利用するシステムが導入されている

場合、システム名称、エネルギー利用形態を選択し、発電容量又は熱利用容量、年間発電量又は年間省エ

ネルギー量実績を記入すると、評価点が自動計算される。 

□（２） システム名称は、認定基準別表第２の表 8.1 に掲げるものから該当するものを選択する。 

□（３） エネルギー利用形態は、次のアからエまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 電力利用で、蓄電池を設け系統連系している場合は、「電力系統連系蓄電池有り」とする。 

イ 電力利用で、系統連系している場合は、「電力系統連系有り」とする。 

ウ 電力利用で、系統連系していない場合は、「電力系統連系無し」とする。 

エ 熱利用の場合は、「電力以外」とする。 

□（４） 発電容量又は熱利用容量は、定格の発電容量又は定格の冷凍能力又は加熱能力（温度条件は、設計条件

又はＪＩＳ基準による）を記入する。 

□（５） 年間発電量又は年間省エネルギー量実績は、導入システムごとの前年度の年間発電量又は年間省エネル

ギー量の実績値又は実績に基づく推計値を記入する。なお、年間省エネルギー量とは、再生可能エネルギ

ーの利用量ではなく、一般的なシステムと比較した場合の一次エネルギー削減量とする。 

□（６） 導入システムの熱利用容量、年間発電量又は年間省エネルギー量実績は、単位が指定されているため、特

定温室効果ガス排出量算定ガイドライン及び別表第２ 単位換算表を用いて指定の単位に換算する。 

□（７） バイオマス発電システム、バイオマス熱利用システム又はバイオマス燃料製造システムは、そのバイオマス燃

料について、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」中、「3．燃料の安定調達に関する計画の策定

及び体制の構築」に沿った燃料によるものを評価対象とする。また、バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる

設備の発電容量又は熱利用容量、年間発電量又は年間省エネルギー量実績は、バイオマス燃料及び化石

燃料等の合計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス燃料の定格エネルギー消費量の割合をそれぞれ

に乗じたものを記入する。 

□（８） 小水力発電システムは、出力が 1,000kW 以下のものを対象とする。 
再生可能エネルギーを利用するシステム 

システム名称 

太陽熱利用システム  

風力発電システム  

バイオマス発電システム  

バイオマス熱利用システム  

バイオマス燃料製造システム  

小水力発電システム  

地熱発電システム  

地熱利用システム  

地中熱・地下水利用システム  
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検証チェック項目 根拠書類等 

□太陽光発電システム以外の再生可能エネルギーシステムのシステム名称、

エネルギー利用形態、発電容量又は熱利用容量、年間発電量又は年間省

エネルギー量実績が漏れなく記入され、根拠書類と整合しているか。 

□単位換算表を用いて指定の単位に換算されているか。 

□バイオマス発電システム、バイオマス熱利用システム又はバイオマス燃料製

造システムの場合、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿った

バイオマス燃料によるものか。 

□バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる設備の場合、発電容量又は熱利用

容量、年間発電量又は年間省エネルギー量実績は、バイオマス燃料及び

化石燃料等の合計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス燃料の定格

エネルギー消費量の割合をそれぞれに乗じたものが記入されているか。 

 

□システム図 

□機器完成図 

□竣工図 

□運転実績データ 

□バイオマス燃料に関する書類 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 再生可能エネルギーを導入し、化石エネルギーの消費を削減することによりCO2削減につながる。 

（２） 再生可能エネルギーを利用するシステムは、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿ったシステ

ムであることが求められる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ２．オフサイトの再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２．１ オフサイトの再生可能エネルギー発電設備の導入 

評価内容 

事業所の敷地外に、自己託送又はオフサイト PPA による事業所への電力供給を目的としたオフサイトの再生可能

エネルギー発電設備が、どの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 オフサイトの再生可能エネルギー電力量 

評価点 認定基準 別表第２の式 13 による。（500MWh／年以上で１点、20MWh／年未満で０点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所の敷地外に、自己託送※１又はオフサイト PPA※２による事業所への電力供給を目的としたオフサイトの

再生可能エネルギー発電設備が導入されている場合は、システム名称、追加性の有無、年間電力量を記

入・選択すると、評価点が自動計算される。 

□（２） オフサイトの再生可能エネルギー電力量とは、次のアからウまでの値を合計して得た数値とする。 

ア 自己託送の電力量 

イ フィジカル PPA※３の購入電力量 

ウ バーチャル PPA※４の環境価値に相当する電力量 

□（３） オフサイトの再生可能エネルギー発電設備のシステム名称は、認定基準別表第２の表 9.1 に掲げるものから

該当するものを選択する。 

□（４） オフサイトの再生可能エネルギー発電設備が 2010 年度以降に発電開始されたものである場合は、追加性

の有無の欄で「〇」を選択する。なお、2025 年度申請においては、2009 年度に発電開始されたものである場

合も、追加性の有無の欄で「〇」を選択してもよい。 

□（５） バイオマス発電システムは、そのバイオマス燃料について、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」

中、「3．燃料の安定調達に関する計画の策定及び体制の構築」に沿った燃料によるものを評価対象とする。

また、バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる設備の年間電力量は、バイオマス燃料及び化石燃料等の合

計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス燃料の定格エネルギー消費量の割合を乗じたものを記入す

る。 

※１：自己託送とは、自家用発電設備を維持し、及び運用する者が、当該自家用発電設備を用いて発電した電気を一般送

配電事業者が維持し、及び運用する送配電ネットワークを介して、当該自家用発電設備を設置する者の別の場所にあ

る工場等に送電する際に、当該一般送配電事業者が提供する送電サービスとする。 

※２： オフサイト PPA とは、再生可能エネルギー電気の所有者である発電事業者 (ディベロッパー、投資家等含む) と電力

の購入者(需要家等) が、事前に合意した価格及び期間における再生可能エネルギー電気の売買契約を締結し、需要

地ではないオフサイトに導入された再生可能エネルギー発電設備で発電された再生可能エネルギー電気を、一般の

電力系統を介して当該電力の購入者へ供給する契約方式とし、環境価値を電力と切り離して購入者へ移転するものも

含めるものとする。 

※３：フィジカル PPA とは、電力系統を介して電力を購入者へ供給し、環境価値をセットで購入者へ移転するものとする。 

※４：バーチャル PPA とは、電力を購入者へ供給せず、環境価値を電力と切り離して購入者へ移転するものとする。 

オフサイトの再生可能エネルギー発電設備 
システム名称 

太陽光発電システム 

風力発電システム  

バイオマス発電システム  

水力発電システム 

地熱発電システム  
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検証チェック項目 根拠書類等 

□オフサイトの再生可能エネルギー発電設備のシステム名称、追加性の有無、

年間電力量が漏れなく記入・選択され、根拠書類と整合しているか。 

□バイオマス発電システムの場合、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライ

ン」に沿ったバイオマス燃料によるものか。 

□バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる設備の場合、年間電力量は、バイオ

マス燃料及び化石燃料等の合計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス

燃料の定格エネルギー消費量の割合をそれぞれに乗じたものが記入されて

いるか。 

 

□自己託送又はオフサイト PPA に関する契

約書類 

□対外的な公表資料 

□その他（                  ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所の敷地外に設置された再生可能エネルギー由来の電力を自己託送やオフサイトPPAを活用して利用

することにより、再生可能エネルギーの普及拡大とCO2削減につながる。 

（２） 再生可能エネルギーを利用するシステムは、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿ったシステ

ムであることが求められる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ２．オフサイトの再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

+ ２．２ 追加性等のあるオフサイトの再生可能エネルギー発電設備の導入 

評価内容 

事業所の敷地外に、自己託送又はオフサイト PPA による事業所への電力供給を目的とした追加性等のある再生可

能エネルギー発電設備が、どの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 追加性等のあるオフサイトの再生可能エネルギー電力量 

評価点 認定基準 別表第２の式 14 による。（500MWh／年以上で１点、20MWh／年未満で０点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） Ⅳ2.１ オフサイトの再生可能エネルギー発電設備の導入において、追加性の有無の欄で「〇」を選択した場

合は、本評価項目における評価点が自動計算される。 

□（２） オフサイトの再生可能エネルギー電力量とは、次のアからウまでの値を合計して得た数値とする。 

ア 自己託送の電力量 

イ フィジカル PPA※１の購入電力量 

ウ バーチャル PPA※２の環境価値に相当する電力量 

 

※１：フィジカル PPA とは、電力系統を介して電力を購入者へ供給し、環境価値をセットで購入者へ移転するものとする。 

※２：バーチャル PPA とは、電力を購入者へ供給せず、環境価値を電力と切り離して購入者へ移転するものとする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□オフサイトの再生可能エネルギー発電設備のシステム名称、追加性の有無、年

間電力量が漏れなく記入・選択され、根拠書類と整合しているか。 

□バイオマス発電システムの場合、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライ

ン」に沿ったバイオマス燃料によるものか。 

□バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる設備の場合、年間電力量は、バイオマ

ス燃料及び化石燃料等の合計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス燃

料の定格エネルギー消費量の割合をそれぞれに乗じたものが記入されている

か。 

 

□自己託送又はオフサイトPPAに関する契

約書類 

□対外的な公表資料 

□その他（                  ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所の敷地外に設置された再生可能エネルギー由来の電力を自己託送やオフサイトPPAを活用して利用

することにより、CO2削減につながる。 

（２） 再生可能エネルギーを利用するシステムは、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿ったシステ

ムであることが求められる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ３．電気需給契約等による再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

○ ３．１ 再生可能エネルギー電気の購入 

評価内容 

再生可能エネルギー電気が、購入電力量に対して、どの程度の割合で購入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80%以上 

購入 

50%以上 
80%未満 

購入 

20%以上 
50%未満 

購入 

10%以上 
20%未満 

購入 

10%未満購入 

又は購入無し 

購入電力 

無し  

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（1） 再生可能エネルギー電気が購入されている場合は、前年度の再生可能エネルギー電気購入量の購入電力

量※１に対する割合を選択する。 

□（2） 再生可能エネルギー電気購入量は、再生可能エネルギー電気契約の購入電力量に、再生可能エネルギー

電気の割合を乗じて得た数値とする。 

□（3） オンサイト又はオフサイトの再生可能エネルギー発電設備で事業所内の全ての電力を賄っている場合は、「購

入電力無し」を選択する。 

□（4） バイオマス発電による電気の場合は、そのバイオマス燃料について資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドラ

イン」中、「3．燃料の安定調達に関する計画の策定及び体制の構築」に沿った燃料での発電による電気を評

価対象とする。また、バイオマス燃料と化石燃料を混焼させる設備の年間電力量は、バイオマス燃料及び化石

燃料等の合計定格エネルギー消費量に占めるバイオマス燃料の定格エネルギー消費量の割合を乗じたもの

を評価対象とする。 

□（5） 電気需給契約とは別に事業所自ら非化石証書等を調達している場合は、その非化石証書等は本評価項目の

評価対象には含めない。 

□（6） 「東京都エネルギー環境計画書制度」の公表値を用いて排出量を算定する事業所は、仮の値（前年度

の東京都エネルギー環境計画書制度における公表値）を使用することとし、都から東京都エネルギー環

境計画書制度における公表値が公表された後に改めて割合を選択する。 

 
※１：購入電力量とは事業所で消費する電力量とし、購入電力量と事業所の消費電力量が異なる場合は、特定温室効果ガス

の算定に関する案内による算出方法による。 
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検証チェック項目 根拠書類等 

□再生可能エネルギー電気の年間購入電力量に対する割合が選択され、根

拠書類と整合しているか。 

□バイオマス発電による電気の場合、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイド

ライン」に沿ったバイオマス燃料による電気であるか。 

□電気需給契約とは別に事業所自ら調達している非化石証書等が評価に含

まれていないか。 

 

□需給契約書類 

□購買伝票等 

□再生可能エネルギー電気の内容がわかる書

類（事業者又はメニュー名） 

□前年度の電力使用量データ 

□その他（              ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 再生可能エネルギーを利用する電気を購入し、化石エネルギーの消費を削減することによりCO2削減につなが

る。 

（２） 東京都は、2030年までに再生可能エネルギー電気の利用割合を50％まで高めていくことを表明しているが、都

内の再生可能エネルギー電気の利用割合は約20.2％（2021年度）であり、目標達成のためには更なる再生可

能エネルギー電気の導入が求められる。 

（３） 再生可能エネルギー電気とは、再生可能エネルギー発電設備を用いて再生可能エネルギー源を変換して得

られる電気とし、非化石証書等を組み合わせた電力メニューで契約された電気を含む。非化石証書等を組み

合わせた電力メニューで契約された電気の場合、非化石証書等を充当した電気分のみを評価対象とする。な

お、脱炭素社会の実現に向けた再生可能エネルギーの導入拡大の観点からは、再生可能エネルギー電気

は、非化石証書等の充当によるものよりも、再生可能エネルギー発電設備から直接供給されるものの方がより

望ましい。 

（４） 再生可能エネルギーを利用する電気を購入する場合は、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿

った燃料で発電された電気であることが求められる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ３．電気需給契約等による再生可能エネルギーの利用 

評価分類 No. 評価項目 

+ ３．２ 追加性等のある再生可能エネルギー電気の購入 

評価内容 

追加性等のある再生可能エネルギー電気が、購入電力量に対して、どの程度の割合で購入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
80%以上 

購入 

50%以上 
80%未満 

購入 

20%以上 
50%未満 

購入 

10%以上 
20%未満 

購入 

10%未満購入 

又は購入無し 
 

 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 追加性等のある再生可能エネルギー電気が購入され、次のアからイまでの全てに該当する場合は、前年度の

追加性等のある再生可能エネルギー電気購入量の購入電力量に対する割合を選択する。 

ア 再生可能エネルギー発電設備が 2010 年度以降に発電開始されたものである。 

イ バイオマス発電による電気の場合は、そのバイオマス燃料について資源エネルギー庁「事業計画策定ガ

イドライン」中、「3．燃料の安定調達に関する計画の策定及び体制の構築」に沿った燃料での発電による

電気を評価対象とする。 

□（２） 追加性等のある再生可能エネルギー電気購入量は、再生可能エネルギー電気契約の購入電力量に、追加

性等のある再生可能エネルギー電気の割合を乗じて得た数値とする。 

□（３） 再生可能エネルギー発電設備のリパワリング、増設等は、評価の対象外とする。 

□（４） 「東京都エネルギー環境計画書制度」の公表値を用いて排出量を算定する事業所は、仮の値（前年度の東京

都エネルギー環境計画書制度における公表値）を使用することとし、都から東京都エネルギー環境計画書制

度における公表値が公表された後に改めて割合を選択する。 

□（５） 2025 年度申請においては、2009 年度に発電開始された再生可能エネルギー発電設備の電気も追加性等が

あるものとして評価してもよい。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□再生可能エネルギー電気の年間購入電力量に対する割合が選択

され、根拠書類と整合しているか。 

□追加性等のある再生可能エネルギー電気が、判断基準及び根拠

書類と整合しているか。 

□需給契約書類 

□購買伝票等 

□再生可能エネルギー電気の内容がわかる書類（事業

者又はメニュー名） 

□前年度の電力使用量データ 

□その他（              ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 再生可能エネルギーを利用する電気を購入し、化石エネルギーの消費を削減することによりCO2削減につな

がる。 

（２） 東京都は、2030年までに再生可能エネルギー電気の利用割合を50％まで高めていくことを表明しているが、

都内の再生可能エネルギー電気の利用割合は約20.2％（2021年度）であり、目標達成のためには更なる再生

可能エネルギー電気の導入が求められる。 

（３） 追加性等のある再生可能エネルギー電気を利用することで、さらに追加的に再生可能エネルギー発電設備が

設置されることになり、CO2削減につながる。 

（４） 再生可能エネルギーを利用するシステムは、資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」に沿ったシステ

ムであることが求められる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ４．電気需要最適化 

評価分類 No. 評価項目 

○（＋） ４．１ 駐車場の ZEV 充電設備の整備 

緩和措置 熱供給施設の場合は加点項目とする。 

評価内容 

駐車場に ZEV 充電設備がどの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋Ｐ２×K２）  ※ただし、最高１点とする。 

ZEV 充電設備実装 係数 K１ 

取組状況 ４台以上 ３台 ２台 １台 採用無し 駐車場無し 
１．０ 

点数 P１ １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

ZEV 充電設備配管等 係数 K２ 

取組状況 10 台以上 
７台以上 

10 台未満 
４台以上 
７台未満 

２台以上 
４台未満 

１台又は採用

無し 
駐車場無し 

０．４ 

点数 P２ １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 駐車場に ZEV 充電設備※１が実装されている、又は ZEV 充電設備のケーブルルートを確保するための配管等

が設置されている場合は、その駐車台数をそれぞれ選択する。急速充電設備を設置した場合は、充電設備の

出力を６kW で除して得た値（小数点以下切り捨て）を普通充電設備の台数と見なす。 

□（２） ZEV 充電設備とは、普通充電設備（充電用コンセント又はポール型普通充電設備）又は急速充電設備を対象

とする。 

□（３） ZEV 充電設備配管等とは、ZEV 充電設備のケーブルルートを確保するために新築時に設置される空配管等

とし、それらを埋設するなどの準備工事が実施されているものを対象とする。 

 

※１：ZEV 充電設備とは、ゼロエミッションビークル（電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車）の充電設

備とする。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□ZEV 充電設備が実装されていること又はそのための配管等が設置されてい

ることを、根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□システム図 

□機器完成図 

□竣工図 

□現地写真 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 再生可能エネルギーを利用した電気で ZEV を充電することで、CO2 削減につながる。また、ZEV は再生可能

エネルギーを利用した電気を蓄電することができるため、電気需要の最適化にも貢献できる。 

（２） ZEV の普及促進のため、ZEV 充電設備を整備することは重要である。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ４．電気需要最適化 

評価分類 No. 評価項目 

＋ ４．２ デマンドレスポンスに対応した設備の導入 

評価内容 

デマンドレスポンスに対応した蓄電・蓄熱システム等がどの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 
上げ DR 
対応あり 

下げ DR 
対応のみ 

採用無し    
 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） デマンドレスポンス（DR）に対応した蓄電・蓄熱システム等が導入されている場合は、次のアからイまでの選択

肢の中から該当するものを選択する。 

ア 上げ DR※１に対応した蓄電・蓄熱システム等が導入され、その実績を確認できる場合は、「上げ DR 対応

あり」を選択する。 

イ 下げ DR※２に対応した蓄電・蓄熱システム等が導入され、その実績を確認できる場合は、「下げ DR 対応

のみ」を選択する。 

□（２） デマンドレスポンスに対応した蓄電・蓄熱システム等とは、次のアからオまでのいずれかに該当するものとす

る。 

ア 蓄熱システムが導入され、下げ DR 又は上げ DR に対応して、蓄熱、放熱が制御されている。 

イ 蓄電システムが導入され、下げ DR 又は上げ DR に対応して、充電、放電が制御されている。 

ウ ヒートポンプによる中央給湯システムが導入され、下げ DR 又は上げ DR に対応して、ヒートポンプの発停

が制御されている。 

エ 水素貯蔵システムが導入され、下げ DR 又は上げ DR に対応して、水素の製造や貯蔵、燃料電池による

発電等が制御されている。 

オ コージェネレーションシステムが導入され、上げ DR に対応して、コージェネレーションシステムの停止が

制御されている。 

□（３） 評価対象となる年度において上げ DR・下げ DR の要請がなかった場合は、アグリゲーター等との契約締結し

ていることを実績として評価してよいこととする。 

 

※１：上げ DR とは、DR 発動等により電気の需要量を増やすこととする。 

※２：下げ DR とは、DR 発動等により電気の需要量を減らすこととする。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□デマンドレスポンスに対応した蓄電・蓄熱システム等が、判断基準及び根拠

書類と整合しているか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□システム図 

□機器完成図 

□竣工図 

□運転実績データ 

□デマンドレスポンス実施報告書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 太陽光・風力等の再生可能エネルギーは、天候や時間帯等の影響で発電量が変動するため、これらの変動

に対応できる調整力が重要となる。 

（２） 節電要請等の下げDRだけでなく、上げDRに対応したシステム等を導入することで、再生可能エネルギー発電

設備による変動への対応力が高まる。 
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Ⅳ. 事業所の再生可能エネルギーの利用に関する事項  ４．電気需要最適化 

評価分類 No. 評価項目 

+ ４．３ 小売電気事業者等とのデマンドレスポンス契約 

評価内容 

小売電気事業者等とインセンティブ型のデマンドレスポンス契約が締結され、需給調整が実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 契約のみ 採用無し    
 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 小売電気事業者等とインセンティブ型のデマンドレスポンス契約が締結され、需給調整が実施されている場

合は、次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 小売電気事業者等とインセンティブ型のデマンドレスポンス契約が締結され、需給調整を実施し、その実

施記録がある場合は、「実施」を選択する。 

イ 小売電気事業者等とインセンティブ型のデマンドレスポンス契約が締結され、需給調整が実施されていな

い場合は、「契約のみ」を選択する。 

□（２） 評価対象となる年度において需給調整の要請がなかった場合は、過去に実施されたものについても評価対

象としてもよい。 

 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□小売電気事業者等とインセンティブ型のデマンドレスポンス契約が締結さ

れ、需給調整の実施内容がまとめられていることを、根拠書類で確認できる

か。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□デマンドレスポンスに関わる契約書 

□デマンドレスポンス実施報告書 

□その他（              ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） ネガワット取引等のインセンティブ型のデマンドレスポンス契約は、電力会社等とあらかじめ電力ピーク時間帯

などに節電を実施する契約を結んだ上で、電力会社等からの依頼に応じて節電した場合に対価を得る仕組

みであり、電気料金型のデマンドレスポンスよりも確実に節電が行われることが期待される。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １．１ ゼロエミッション化へのロードマップの策定 

評価内容 

事業所内での取組の他、オフサイトの再生可能エネルギー発電設備、再生可能エネルギー電気の購入等を含めた

ゼロエミッション化へのロードマップの策定がどの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 策定・公表 策定のみ 実施無し    
 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所内での取組の他、Ⅳ２．１ オフサイトの再生可能エネルギー発電設備、Ⅳ３．１再生可能エネルギー

電気の購入を含めたゼロエミッション化への実現性のあるロードマップが策定されている場合は、次のアから

イまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 事業所のゼロエミッション化へのロードマップが策定され、統括管理者が出席する CO2 削減推進会議で承

認されたものがホームページ等で対外的に公表されている場合は、「策定・公表」とする。 

イ 事業所のゼロエミッション化へのロードマップが策定され、統括管理者が出席する CO2 削減推進会議で承

認されている場合は、「策定のみ」とする。 

□（２） ゼロエミッション化とは、認定申請事業所の CO2 排出量が、2050 年までに実質ゼロであることとする。 

□（３） ゼロエミッション化へのロードマップには、現時点で研究開発中の技術の発展等により実現可能となる対策を

含めても良いものとし、クレジット・証書は原則として含めないものとするが、残余排出量を相殺するためのＣＯ

２の吸収、除去等の措置は含めても良い。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□オフサイトの再生エネルギー発電設備、再生可能エネルギー電気の購入を

含めたゼロエミッション化へのロードマップが策定され、統括管理者が出席

する CO2 削減推進会議によって承認されていることを、根拠書類で確認でき

るか。 

□事業所のホームページ等で対外的に公表されている場合、その内容をホー

ムページ等で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□ゼロエミッション化へのロードマップ 

□ホームページ等 

□CO2 削減推進会議の議事録（出席者名簿

を含む） 

□CO2 削減推進会議の配布資料 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） ゼロエミッション化へのロードマップの策定を行うことにより、事業所の取組が明確化され、関係者間でオーソ

ライズされるとともに、それを実現するための対策を着実に実行することにより CO2 削減につながる。 

（２） オフサイトの再生可能エネルギー発電設備及び再生可能エネルギー電気の購入も含めることで、事業所内

だけではできない対策も可能となり、再生可能エネルギーの利用拡大にも貢献できる。 

（３） Ⅰ4.3 CO2 削減目標の設定、CO2 削減対策計画の立案及び実績の集約・評価の実施の評価項目において

設定した CO2 削減の目標値、達成期間、投資額や推進工程表と合わせて、実行可能なロードマップとなって

いることが重要である。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

○ １．２ ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化へのロードマップの策定 

評価内容 

事業所内での取組の促進により、ZEB 化へのロードマップの策定がどの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 策定・公表 策定のみ 実施無し    
 

評価点 １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所内での取組により、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化への実現性のあるロードマップが策定され

ている場合は、次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア ZEB 化へのロードマップが策定され、統括管理者が出席する CO2 削減推進会議で承認されたものが事業

所のホームページ等で対外的に公表されている場合は、「策定・公表」とする。 

イ ZEB 化へのロードマップが策定され、統括管理者が出席する CO2 削減推進会議で承認されている場合

は、「策定のみ」とする。 

□（２） ZEB 化とは、認定申請事業所の一次エネルギー消費量が、基準一次エネルギー消費量比で、50％以上削

減されたものとする。 

□（３） ZEB 化を達成している事業所は「策定・公表」を選択する。 

□（４） 第４計画期間以降の一次エネルギーの換算係数は、特定温室効果ガス排出量算定ガイドラインにおける換

算係数を用いる。 

 

 

 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□ZEB 化への実現性のあるロードマップが策定され、統括管理者が出席する

CO2 削減推進会議で承認されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□事業所のホームページ等で対外的に公表されている場合、その内容をホー

ムページ等で確認できるか。 

□ZEB 化を達成している事業所の場合、BEMS データ等でその実績を確認で

きるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□ZEB 化へのロードマップ 

□ホームページ等 

□CO2 削減推進会議の議事録（出席者名簿

を含む） 

□CO2 削減推進会議の配布資料 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） ZEB 化へのロードマップの策定を行うことにより、エネルギー消費量の削減に向けた取組が関係者間でオー

ソライズされるとともに、それを実現するための対策を着実に実行することにより CO2 削減につながる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

◎ １．３ CO2 排出量の削減実績 

評価内容 

CO2 排出量実績が、基準排出量に対して、どの程度の割合で削減されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 前年度の CO2 排出量実績 

評価点 認定基準 別表第２の式 15 による。（75％以上削減で１点、50％削減で 0.2 点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 評価書 メイン（第１号様式その２）に前年度 CO2排出量実績を記入すると、取組状況の程度及び評価点が自

動計算される。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□メインシートの基準排出量、前年度 CO2 排出量実績が正しく記入されている

か。 

 

□特定温室効果ガス排出量算定報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所内での省エネルギーの取組や再生可能エネルギーの利用に加え、オフサイトの再生可能エネルギー

の利用、電気需給契約等による再生可能エネルギーの利用等を早期に進めることにより、事業所の排出削減

の加速につながる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

○ １．４ 一次エネルギー消費量の削減実績 

評価内容 

一次エネルギー消費量実績が、基準一次エネルギー消費量に対して、どの程度の割合で削減されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 前年度の一次エネルギー消費量実績 

評価点 認定基準 別表第２の式 16 による。（50％以上削減で１点、25％削減で 0.2 点） 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 評価書 メイン（第１号様式その２）に前年度一次エネルギー消費量実績を記入すると、取組状況の程度及び

評価点が自動計算される。 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□メインシートの基準一次エネルギー消費量、前年度一次エネルギー消費量

実績が正しく記入されているか。 

 

□特定温室効果ガス排出量算定報告書 

□一次エネルギー消費量算出に関する計算

書類 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所内での省エネルギーの取組や再生可能エネルギーの利用を進め、一次エネルギー消費量を削減す

ることは、事業所のゼロエミッション化の実現のために重要なことである。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

○ １．５ 再生可能エネルギー電気の利用割合 

評価内容 

再生可能エネルギー電気が、電力消費量に対して、どの程度の割合で利用されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 100％利用 
90％以上 
100%未満 

利用 

70％以上 
90%未満 

利用 

50％以上 
70%未満 

利用 

50％未満利用 
又は利用無し 

 
 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０  

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 再生可能エネルギー電気が利用されている場合は、前年度の再生可能エネルギー電気利用量の電力消費

量に対する割合を選択する。 

□（２） 再生可能エネルギー電気利用量とは、次のアからウまでの値を合計して得た数値とする。ただし、Ⅳ事業所

の再生可能エネルギーの利用に関する事項の評価対象に限る。 

ア オンサイトの再生可能エネルギーシステムの発電量 

イ オフサイトの再生可能エネルギー発電設備（自己託送、PPA）の発電量 

ウ 再生可能エネルギー電気の購入電力量 

□（３） 電力消費量とは、次のアからウまでの値を合計して得た数値とする。 

ア オンサイトの再生可能エネルギーシステムの発電量 

イ オフサイトの再生可能エネルギー発電設備（自己託送、PPA）の発電量 

ウ イを除く電気需給契約による購入電力量 

□（４） 特定送配電事業者等と電気需給契約を締結している場合は、特定送配電事業者等の再生可能エネルギー

電気利用量の電力消費量に対する割合で評価してもよい。ただし、特定送配電事業者等及び小売電気事業

者と電気需給契約を締結している場合は、それぞれの購入電力量における再生可能エネルギー電気の購入

電力量を算定し、電力消費量に対する割合で評価する。 

□（５） 事業所内の CGS・常用自家発電設備により発電した電力は、（３）の電力消費量に含めない。 

□（６） 「東京都エネルギー環境計画書制度」の公表値を用いて排出量を算定する事業所は、仮の値（前年度の東

京都エネルギー環境計画書制度における公表値）を使用することとし、都から東京都エネルギー環境計画書

制度における公表値が公表された後に改めて割合を選択する。 

 
検証チェック項目 根拠書類等 

□前年度の再生可能エネルギー電気利用量及び電力消費量を根拠書類で確

認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□再生可能エネルギー電気利用量及び電力消費量の算出方法が、判断基準

及び根拠書類と整合しているか。 

 

□特定温室効果ガス排出量算定報告書 

□再生可能エネルギー電気利用量及び電力

消費量の計算書類 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所内での再生可能エネルギー電気の利用を進めることは、事業所のゼロエミッション化の実現につなが

る。 

 

 

 

  

325



 

Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  １．CO2排出・エネルギー消費等の削減状況 

評価分類 No. 評価項目 

○ １．６ 特定温室効果ガス以外の温室効果ガス排出量の削減実績 

評価内容 

前年度の特定温室効果ガス以外の温室効果ガス（CO2（特定温室効果ガス以外の CO2）, CH4, N2O, HFC, 

PFC, SF6, NF3）の排出量が、その他ガス削減量算定ガイドラインに示す基準排出量に対して、どの程度の割合で削

減されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 75％以上 
60％以上 
75%未満 

45％以上 
60%未満 

30％以上 
45%未満 

30％未満 算定無し 
 

評価点 １ ０．８ ０．５ ０．２ ０ ― 

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 前年度の特定温室効果ガス以外の温室効果ガス（CO2（特定温室効果ガス以外の CO2）, CH4, N2O, HFC, 

PFC, SF6, NF3）（以下「その他ガス」という。）排出量実績が、その他ガス削減量算定ガイドラインに示す基準

排出量に対して削減されている場合は、検証済みのその他ガス排出量算定報告書に基づき、その割合を選

択する。2025 年度に認定申請を行う場合、2024 年度実績を第３計画期間の算定方法で排出量を算定する。 

□（２） その他ガス削減量を算定していない事業所は、「算定無し」を選択する。 

 
 

検証チェック項目 根拠書類等 

□前年度のその他ガス削減量実績及びその他ガス基準排出量を根拠書類で

確認できるか。 

□その他ガス基準排出量算定報告書は検証済みか。 

□2025 年度に認定申請を行う場合、2024 年度実績を第３計画期間の算定方

法で排出量が算定されていることを、根拠書類で確認できるか。 

□除外する場合、その他ガス削減量を算定していない事業所であることを、根

拠書類で確認できるか。 

 

□その他ガス基準排出量算定報告書 

□その他ガス削減量算定報告書 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 事業所内でのその他ガスの削減を進めることは、事業所のゼロエミッション化の実現につながる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  ２．気候変動適応策 

評価分類 No. 評価項目 

○ ２．１ 気候変動への適応 

評価内容 

浸水被害や、停電、断水等への対策が、どの程度実施されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋・・・＋Ｐ６×Ｋ６）  ※ただし、最高１点とする。 

浸水被害への備え 係数 Ｋ１ 

取組状況 
想定最大浸水
深以上で実施 

地盤面から
45cm 以上で 

実施 

地盤面から
45cm 未満で 

実施 
実施無し   

０．４ 

点数 Ｐ１ １ ０．８ ０．５ ０   

雨水流出抑制 係数 Ｋ２ 

取組状況 
1000m3/ha 以

上で実施 

500m3/ha 以上
1000m3/ha 未

満で実施 

500m3/ha 未満
で実施 

行政による指導
無し   

０．３ 

点数 Ｐ２ １ ０．５ ０ ―   

災害時用の自家発電設備等の設置 係数 Ｋ３ 

取組状況 実施 実施無し     
０．４ 

点数 Ｐ３ １ ０     

災害時の給排水機能の確保 係数 Ｋ４ 

取組状況 確保 実施無し     
０．３ 

点数 Ｐ４ １ ０     

災害時の換気機能の確保 係数 Ｋ５ 

取組状況 確保 実施無し     
０．１ 

点数 Ｐ５ １ ０     

防災備蓄倉庫の確保 係数 Ｋ６ 

取組状況 確保 実施無し     
０．１ 

点数 Ｐ６ １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 浸水被害への対策が実施されている場合、次のアからエまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 地盤面から 45cm 以上の水防ラインを定め、浸水対策を実施し、受変電設備、非常用発電機設備等の主

要な電気設備、建物使用者が一時的に滞在する場所※１及び防災備蓄倉庫が想定最大浸水深以上のフロ

ア又は想定最大浸水深以上の水防ライン内に設置されている場合は、「想定最大浸水深以上で実施」とす

る。 

イ 地盤面から 45cm 以上の水防ラインを定め、浸水対策を実施している場合は、「地盤面から 45cm 以上で実

施」とする。 

ウ 地盤面から 45cm 未満の水防ラインを定め、浸水対策を実施している場合は、「地盤面から 45cm 未満で実

施」とする。 

エ 水防ラインが定められていない場合は、「実施無し」とする。 

オ ハザードマップ等において内水及び外水氾濫による浸水が想定されない敷地である場合、「想定最大浸水

深以上で実施」を選択しても良い。 

□（２） 雨水流出抑制の対策が実施されている場合、次のアからエまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 敷地がある区市町村が定める流域対策量が確保されており、敷地面積１ha 当たり 1,000m3 以上の流域対

策量を確保している場合は、「1000m3/ha 以上で実施」とする。 

イ 敷地がある区市町村が定める流域対策量が確保されており、敷地面積１ha 当たり 500m3 以上 1000m3 未満

の流域対策量を確保している場合は、「500m3/ha 以上 1000m3/ha 未満で実施」とする。 

ウ 敷地がある区市町村が定める流域対策量が確保されており、敷地面積１ha 当たり 500m3 未満の流域対策

量を確保している場合、又は流域対策量が把握できていない場合は、「500m3 未満で実施」を選択する。 
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取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

エ 敷地がある区市町村において、雨水流出抑制の指導が無い地域の場合は、「行政による指導無し」を選択

してもよい。 

□（３） 災害時用の自家発電設備等の設置の評価は、次のアからウまでの全てを満たす場合は、「実施」を選択す

る。 

ア 事業所内に、系統電力の停電時に建物使用者が一時的に滞在する場所※１への電力供給が可能な自家

発電設備を備えている。 

イ アの自家発電設備が、事業所で定める防災計画や BCP 等を踏まえた発電出力であり、その運転時間を確

保するための措置（燃料の保管等）を講じている。 

ウ 事業所内に再エネ発電設備又は蓄電池とともに V2B※２を設置し、系統電力の停電時に当該設備のいずれ

かから建物使用者が一時的に滞在する場所への電力供給が可能となっている。 

□（４） 災害時の給排水機能の確保の評価は、次のアからウまでのいずれかを満たす場合は、「確保」を選択する。

なお、点検時以外、無人である事業所の場合は、「確保」を選択しても良い。 
ア 受水槽や貯水式給湯器等、断水時に水を使用することができる設備を備えている。 
イ 平常時に利用する雑用水を災害時にも利用できるシステムを備えている。 
ウ 平常時に使用するトイレを災害時にも利用できるシステムを備えている。 

□（５） 災害時の換気機能の確保の評価は、災害時に建物使用者が一時的に滞在する場所において、換気機能や

開閉可能な窓や換気口を備えている場合、「確保」を選択する。なお、点検時以外、無人である事業所の場

合は、「確保」を選択しても良い。 
□（６） 防災備蓄倉庫の確保の評価は、災害時に一時的に滞在する建物使用者のための防災備蓄倉庫を確保して

いる場合、「確保」を選択する。なお、点検時以外、無人である事業所の場合は、「確保」を選択しても良い。 
□（７） 認定申請事業所内に複数の建物がある場合で、災害時に優先的に機能維持させる建物を選定しているとき

は、その災害時に優先的に機能維持させる建物において実施されている内容で評価してもよい。 
 

※１：災害時に建物使用者が一時的に滞在する場所とは、災害が発生した際に建物使用者の帰宅が可能になるまで安全に滞

在できる場所とし、事業所が防災計画等や BCP 等で定める場所とする。 

※２：V2B（Vehicle-to-Building）とは、電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド車（PHEV）などの車両が、建物の電力供給シ

ステムと相互に連携して電力をやり取りするシステムとする。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□浸水被害への備えや雨水流出抑制、災害時用の自家発電設備等の設置、災

害時の給排水機能の確保、災害時の換気機能の確保、防災備蓄倉庫の確保

の取組状況が、判断基準及び根拠書類と整合しているか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

□竣工図 

□BCP 対応マニュアル 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 地球温暖化の進行がもたらす気候変動等により懸念される影響は、温室効果ガスの排出削減等を最大限実

施したとしても完全に避けられず、影響に備えるための「適応」が必要だとされている。 

（２） 懸念される影響として、水害、土砂災害、高潮災害、渇水の頻発・激甚化等があり、ハード、ソフト両面からの

総合的な対策が重要となる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  ３．その他の環境配慮の取組 

評価分類 No. 評価項目 

○（＋） ３．１ 持続可能な低炭素資材等の導入 

緩和措置 
最も新しい建物の竣工年度が建築物環境計画書制度施行前（2002 年度以前）の場合、熱供給施設の場合は

加点項目とする。 

評価内容 

建設・更新等において、持続可能な低炭素資材等が、どの程度導入されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

Σ（Ｐ１×Ｋ１＋・・・＋Ｐ４×Ｋ４）  ※ただし、最高１点とする。 

躯体材料における低炭素資材の利用 係数 Ｋ１ 

取組状況 全て採用 ２種類採用 １種類採用 採用無し   
０．３ 

点数 Ｐ１ １ ０．８ ０．５ ０   

躯体材料におけるリサイクル材の利用 係数 Ｋ２ 

取組状況 ２種類以上採用 １種類採用 採用無し    
０．２ 

点数 Ｐ２ １ ０．５ ０    

躯体材料以外における低炭素資材の利用 係数 Ｋ３ 

取組状況 全て採用 ２種類採用 １種類採用 採用無し   
０．３ 

点数 Ｐ３ １ ０．８ ０．５ ０   

躯体材料以外におけるリサイクル材の利用 係数 Ｋ４ 

取組状況 ２種類以上採用 １種類採用 採用無し    
０．２ 

点数 Ｐ４ １ ０．５ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 躯体※１材料における低炭素資材の利用の評価は、躯体材料に低炭素資材が利用されている場合、それぞ

れ次のアからウまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 木材※２、低炭素コンクリート※３、電炉鋼材などのリサイクル鋼材※４の低炭素資材を全て利用している、又は

低炭素資材を木材を含めて２種類利用するとともに、木材にあっては全て国産材を利用している場合は、

「全て採用」とする。 

イ 低炭素資材のうち２種類を利用している、又は木材のみを利用している場合であって、全て国産材を利用

しているときは、「２種類採用」とする。 

ウ 低炭素資材のうち１種類を利用している場合は、「１種類採用」とする。 

□（２） 躯体材料におけるリサイクル材の利用の評価は、躯体材料にリサイクル材が利用されている場合、それぞれ

次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア グリーン購入法「特定調達品目」のうち、高炉スラグ骨材、フェロニッケルスラグ骨材、銅スラグ骨材、電気

炉酸化スラグ骨材、高炉セメント、フライアッシュセメント、再生骨材コンクリート（躯体に使用できるものに限

る。）のいずれかの資材等（ただし、低炭素資材に該当するものを除く。）を２種類以上利用している、又は

既存構造物の杭、基礎、躯体等を利用し、躯体材料の使用の低減に取り組んでいる場合は、「２種類以上

採用」とする。 

イ （２）アに掲げる資材を１種類利用している場合は、「１種類採用」とする。 

□（３） 躯体材料以外※５における低炭素資材の利用の評価は、躯体材料以外に低炭素資材が利用されている場

合、それぞれ次のアからウまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア 低炭素資材を木材を含めて２種類以上利用するとともに、木材にあっては全て国産材を利用している場合

は、「全て採用」とする。 

イ 低炭素資材を２種類以上利用している場合は、「２種類採用」とする。 

ウ 低炭素資材を１種類利用している場合は、「１種類採用」とする。 
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取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（４） 躯体材料以外におけるリサイクル材の利用の評価は、躯体材料以外にリサイクル材が利用されている場合、

それぞれ次のアからイまでの選択肢の中から該当するものを選択する。 

ア グリーン購入法「特定調達品目」、東京都環境物品等調達方針（公共工事）「特別品目」のいずれかの資

材等を２種類以上利用している場合は、「２種類以上採用」とする。 

イ アに掲げるいずれかの資材等を１種類利用している場合は、「１種類採用」とする。 

 

※１：躯体とは、建築基準法における構造耐力上主要な部分とする。 

※２：木材とは、合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（通称「クリーンウッド法」）に適合した木材に限る。 

※３：低炭素コンクリートとは、セメントの一部を産業副産物に置き換えることにより、通常の製造時より、CO2 排出量が 50％以

上削減されるコンクリートとする。 

※４：電炉鋼材などのリサイクル鋼材とは、東京都環境物品調達方針（公共工事）「特別品目」の「電炉鋼材などのリサイクル鋼

材（鉄スクラップを原料として使用している鋼材）」とする。 

※５：躯体材料以外とは、什器、家具類を除いた建物仕上げ（壁、床、天井）等に利用されているものを対象とする。 

検証チェック項目 根拠書類等 

□低炭素資材等が利用されていることを根拠書類で確認できるか。 

□評価書の選択肢が、根拠書類と整合しているか。 

 

□低炭素資材等の使用箇所及び仕様がわか

る図面又は設計概要書 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、環境への負荷がで

きるだけ少ない製品やサービスを選び、環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入すること、とされて

いる。グリーン購入法に定められる特定調達品目に該当する資材等を選択することで、グリーン購入の考え

方に基づき購入することが可能となり、CO2 排出量の低減を図ることができる。 

（２） 「東京都環境物品等調達方針(公共工事)」は、環境物品等の使用の推進及び環境影響物品等の使用抑制

を行うことにより、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図ることを目的に、定められたも

のである。この調達方針で定めた「特別品目」の中から資材等を選択することにより、公共工事、民間工事に

関わらず、CO2 排出量の低減を図ることができる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  ３．その他の環境配慮の取組 

評価分類 No. 評価項目 

+ ３．２ 建設時の CO2 排出量の把握と低減 

評価内容 

建設に伴い排出される CO2 排出量が算出され、その排出量を低減するための対策を実施しているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 実施 算出のみ 実施無し    
 

評価点 １ ０．８ ０    

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 事業所の建設に伴い排出される CO2 排出量※１（アップフロント・カーボン）が算出され、その排出量を低減す

るための対策を実施している場合、「実施」を選択する。 

□（２） 事業所の建設に伴い排出される CO2 排出量が算出されている場合、「算出のみ」を選択する。 

□（３） 事業所の建設に伴い排出される CO2 排出量の算出は、次のアからイまでのいずれかに該当するものを対象

とし、材料・資材の重量・体積等と材料・資材等の CO2 排出原単位データベース等を使用せず、事業所の床

面積等のみから簡易的に算出されたものは評価の対象外とする。 

ア 日本建築学会で出版されている建物の LCA 指針における建築物の LCA ツールを用いている。 

イ 材料・資材の重量・体積等と材料・資材等の CO2 排出原単位データベースから CO2 排出量が算出される

ツールを用いている。（独自に開発されたツールも含む。） 

□（４） カットオフ※２を行っている場合、主要構造部及び外皮を対象とした CO2 排出量が含まれているもの、又はカッ

トオフ率が算出されているものを評価対象とする。 

 
※１：建設に伴い排出される CO2 排出量とは、材料や資材の製造時の CO2 排出量も含むものとする。 

※２：カットオフとは、インベントリ分析の結果に大きく寄与しないと考えられる部分（小さな部品など）は省いてデータを収集す

るなど，インベントリ分析の対象にしないプロセスを決定することであり、カットオフ率は、物量ベース（体積・重量）や金額

ベースで算出したものとする。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□建設に伴い排出される CO2 排出量が算出され、その排出量を低減するため

の対策を実施していることを根拠書類で確認できるか。 

□事業所の床面積等のみから簡易的に算出されたものが評価されていない

か。 

 

□建設に伴う部材・材料の見積書又は数量調

書 

□材料ごとの CO2 排出量原単位データベー

ス 

□建設に伴う CO2 排出量の計算書類 

評価項目の概要と特徴 

（１） 本評価項目は建設に伴い排出される CO2排出量（アップフロント・カーボン）を評価の対象としているが、建築

物のライフサイクルアセスメントでは、建物の空調・照明等におけるエネルギー消費に伴う CO2 排出量（オペ

レーショナル・カーボン）だけでなく、建設や更新、維持管理等における CO2 排出量（エンボディド・カーボン）

の排出まで含めて評価をされる。 

（２） ゼロエミッション化に向けて、建物の空調・照明等におけるエネルギー消費に伴う CO2 排出量だけでなく、そ

れ以外の CO2 排出量を削減することが重要となる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  ３．その他の環境配慮の取組 

評価分類 No. 評価項目 

+ ３．３ テナント工事に伴う CO2 排出量を低減させる貸方基準書等の整備 

評価内容 

省資源化や廃棄物の削減等、テナント工事に伴う CO2 排出量を低減させる貸方基準書等が整備されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 整備 整備無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） 主たる用途がテナントビル又は商業施設の場合であって、テナントの退去時の原状回復工事を求めない等、

原状回復工事及び新規入居工事の重複工事の回避による廃棄物の削減等によって、CO2 排出量（エンボデ

ィド・カーボン）を低減させる貸方基準書等が整備されているときは、「整備」を選択する。 

 

 

検証チェック項目 根拠書類等 

□テナントの入れ替え時の原状回復工事及び新規入居工事の重複工事の回

避による廃棄物の削減等によって、CO2 排出量を低減させる貸方基準書等

が根拠書類で確認できるか。 

 

 

□貸方基準書 

□契約約款 

□その他（               ） 

 

評価項目の概要と特徴 

（１） 日本では 1997 年に建築基準法上の規制が緩和され、建物全体が仕上がっていなくても検査の承認をうける

ことのできる「仮使用承認制度」を活用することによりテナントが決まってから内装を仕上げることが可能になっ

ている。 

（２） テナントの入れ替え時の原状回復工事の直後に、新規入居工事の解体工事で発生する廃棄物等を削減す

ることで、CO2 排出量の低減を図ることができる。 
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Ⅴ．事業所のゼロエミッション化や環境配慮等の取組に関する事項  ３．その他の環境配慮の取組 

評価分類 No. 評価項目 

+ ３．４ ウェルネスに関する環境認証の取得 

評価内容 

ウェルネスに関する環境ラベリング認証が取得されているか。 

取組状況の程度・取組状況の評価点 

取組状況 取得 取得無し     
 

評価点 １ ０     

取組状況の程度の選択又は記入に係る判断基準 

□（１） ウェルネスに関する環境ラベリング認証のうち、次のアからイまでのいずれかを取得した場合は「取得」を選択

する。 

ア WELL 認証 

イ CASBEE ウェルネスオフィス認証 

□（２） 自己評価の場合、該当しないものとする。 
 

検証チェック項目 根拠書類等 

□自己評価でなく、認定機関からの認証を受けたものであることが確認できる

か。 

 

□認定証明書等 

□その他（               ） 

評価項目の概要と特徴 

（１） 環境認証は、企業がテナントとして入居するビルの選択や投資の判断材料として普及が進んできている。一

般的には第三者の審査を受け、認定機関からの認証を受けるものである。 
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第４部 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 
 
第１章 優良特定地球温暖化対策事業所の公表 

 
１ 公表の概要 

 

都は、認定申請事業所が、トップレベル事業所に認定された場合、認定申請事業所の事

業所名称その他都が必要と認める事項を公表するものとする。 

 

２ 公表の時期 
 

都は、トップレベル事業所の認定を行った後、速やかに、認定申請事業所の名称等につ

いて公表する。その内容は、次のサイトに掲載している。 

（都環境局のホームページ 
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/toplevel/certification/） 
公表の期間は、事業所がトップレベル事業所として認定されている期間中とする。 

 
 
 
第２章 優良特定地球温暖化対策事業所の認定証の交付 

 
 
都は、認定申請事業所が、トップレベル事業所に認定された場合、認定申請事業所に対

して認定証及び認定楯を交付するものとする。 
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平成 27年 4月 1日 

 

トップレベル事業所等認定における東京都版 PUE値の取扱いについて 
 

本取扱いにおける東京都版 PUE 値の考え方については、トップレベル事業所認定に係る手続にのみ

利用する。  

東京都版 PUE 値に係る東京都独自の考え方以外については、「PUE 計測・計算方法に関するガイドラ

イン【ダイジェスト版】Ver.2.5（2014 年４月１日）」（以下「JDCC PUE GL」という。）の内容によ

る。 

 

１ データセンターとは 

 

IT 機器を専用に収容して運用する空間とそれらの機器と、運用を支援する設備機器を収容する空間

を指す。 

本規定では、独立して建設される専用施設型と別用途の建物の中に設置される複合施設型の双方を

対象とする。 

ただし、データセンターの機能に付随しない独立したコールセンター等は含まない。 

システムの運行監視を行う諸室（監視センター）は当該データセンターに付随し、機能を維持するた

めのものは含めるが、オンサイト監視サービス等事業として独立している監視センターは除く。 

データセンターの付加価値を高めるためのオフィス部分は除く。 

ソフトウェアの開発環境等の施設は含まない。 

東京都版 PUE 値に係る対象設備を一覧にしたものが次の表１である。 

 

表１ 専用施設型、複合施設型における対象設備について 

NO 項目 

専用施設型 複合施設型 

データセ

ンター総

施設 

IT 機器 
計 測 又

は計算 

データセ

ンター総

施設 

IT 機器 

１  電気設備・ビル管理システム 対象  計測 対象  

２  空調設備 対象  計測 対象  

３ ①  IT 機器 対象 対象 計測 対象 対象 

４  エレベーター／照明 対象  計測 対象  

５  データセンター運用オフィ

ス設備 

対象  計測 対象  

６  セキュリティ設備 対象  計測 対象  

７  監視センター設備 

（センター運用維持目的） 

対象  計測 対象  

８ ②  監視センター設備 

（事業目的（オンサイト監視

センターなど）） 

  共 用 部

案 分 の

た め に

計測 

  

９ コールセンター設備   共 用 部

案 分 の

た め に

計測 

  

１０ アプリケーション等の開発

センター設備 

  共 用 部

案 分 の

た め に

計測 

  

１１ その他センターの付加価値

を上げるためのオフィス設

備 

  共 用 部

案 分 の

た め に

計測 
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１２ ③ 共用部分（受電部～計測ポイ

ントの配電ロス、空調設備、

照明・エレベーター等） 

  計 測 不

可 能 な

ら 全 体

か ら ①

と ② を

差 し 引

く 

対象 

（按分） 

 

複合施設の共用部分の考えについて 

※空調設備・電力ロス等は、データセンターIT 機器の消費エネルギー量（①）とデータセンター総

施設対象外設備②とのエネルギー案分とする。 

※照明・エレベーター等は、①と②の面積案分とする。 

  

 

１－１ 複合施設の共用部分の考え方について 

 

複合施設の共有部分の定義は、複合施設を管理、維持、運営するために使われ、データセンター等の

複合施設全体の中で共有して使う設備機器である。エリアは、ホール、廊下、トイレ、共有の会議室な

どを共有部分と定義する。 

複合施設の場合は、共用部分での消費エネルギーを空調は専有部分の消費エネルギーの比で、それ

以外の消費エネルギーは専用部分の面積比で各々案分してデータセンターの原油換算エネルギー使用

量を求める。 

 

１－２ IT機器とは 
 

IT 機器として対象とする機器は、 

・サーバー、ストレージ機器、ネットワーク機器などの IT 設備の全機器 

・KVM スイッチ、モニタ、ワークステーション／ノートパソコンのような補助的機器 

 

２ 東京都版 PUE値について 

 

一般的に、PUE とは、『Power Usage Effectiveness』のことであり、エネルギー使用効率を示し、

データセンターのエネルギー効率性を示す指標である。 

PUE値は、データセンター全体の消費エネルギーをIT機器全体の消費エネルギーで除した値である。 

PUE ＝ データセンター全体の消費エネルギー（kWh） ／ IT 機器全体の消費エネルギー（kWh） 

PUE は、1.0 以上の数値を示し、数値が 1.0 に近づくほど、データセンターのエネルギー効率は良い。 

トップレベル認定申請においては、実績値のみ認める。設計値は認めない。 

そのため、トップレベル事業所認定申請に係る東京都都独自の PUE 値の場合には、「東京都版 PUE

値」と記載する。 

東京都版 PUE 値は、下記計測に基づき原油換算エネルギー使用量で算出する。すなわち、東京都版

PUE 値は、データセンター全体の原油換算エネルギー使用量を IT 機器全体の原油換算エネルギー使用

量で除した値である。 

東京都版 PUE ＝  

データセンター全体の原油換算エネルギー使用量 ／ IT 機器全体の原油換算エネルギー使用量 

ただし、実系統に供給しない試験運転分（起動試験、試験用負荷による負荷試験）は根拠書類にて使

用量を示せる場合は、合算しなくてもよい。 

 

３ 原油換算エネルギー使用量への換算 
 

トップレベル事業所認定申請時点における「総量削減義務と排出量取引制度における特定温室効果

ガス排出量算定ガイドライン」（以下「算定 GL」という。）により換算するものとする。 

  

336



４ 東京都版 PUE値の計測について 
 

１年間の積算電力量及び燃料消費量を測定する。 

電力は総施設との外部境界で計測する。 

それ以外のエネルギーはソースエネルギーで計測し、原油換算エネルギー使用量に換算して合算す

る。 

単位は、【kL】で統一する。 

 

５ 計測期間について 
 

計測期間は、前年度（４月１日から翌年３月末日まで）１年間の積算エネルギーとする。瞬間値計測

からの計算での算出は認めない。 

ただし、2015 年度、2016 年度における申請では、前年度の実績がない場合は、申請までの１年間

の実績値でよい。ただし、2015 年度については、計測期間が２か月以上あればよい。 

 

５－１ 計測機器について  

 

データセンターの消費エネルギーの測定には、トップレベル事業所認定申請時点における算定 GL に

規定の計測機器により測定するものとする。ただし、IT 機器の消費エネルギーの測定に係る計測機器

は、算定 GL に規定の計測機器、又は、最低「１年毎」に定期点検を行った精度確認済みの計測機器に

より測定するものとする。精度確認方法は、使用メーカーの定期点検項目によるものとする。 

なお、特定計量器、精度確認済みの計測機器を用いない場合には、算定 GL に規定の保守的な算定方

法により算定するものとする。 

また、PDU、PDF に設置された計測器による場合は、毎回異なる一部を抽出して最低「１年毎」に精

度確認を行う事で、設置された同一の計測機器全体の精度確認とみなすことができる。 

 

５－２ データセンターの消費エネルギーの測定点  

 

データセンターの消費エネルギーは、電力及び電力以外のエネルギー（都市ガス、重油、地域冷暖房

の冷水、温水等）を想定する。 

非常用自家発電機で発電した場合は、実系統に供給した発電電力量を合算する。 

実系統に供給しない試験運転分（起動試験、試験用負荷による負荷試験）は合算しなくてもよい。 

したがって、燃料の給油量ではなく、系統への発電量で計測し、合算する。 

常用自家発電機で発電した場合は、消費した燃料を用いて換算し合算する。 

常用自家発電機でコジェネレーションを用いている場合は、消費した燃料を発電量と発電以外に発

生したエネルギーで按分し、各々合算する。 

 

５－３ データセンター総施設の消費エネルギー  

 

後述の IT 機器に加え、IT 機器をサポートする様々な機器の負荷をデータセンター総施設の消費エネ

ルギーと定義する。 

ＩＴ機器をサポートする要素： 

 ・UPS、スイッチ部品、発電機、PDU、バッテリなどの電力供給コンポーネント及び送電ロス等 

 ・冷凍機、コンピューター室空調装置、直膨ユニット、ポンプ、冷却塔などの冷却システム・コン

ポーネント 

 ・データセンターの照明などのその他のコンポーネント負荷等 

 

データセンター機能としてのオフィスにおいて、OA 機器用の用途として、パソコン、コピー機、プ

リンター、ファクシミリ等の機器がオフィスエリア等に設置されている場合、総施設のエネルギーに

含むものとする。 
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５－４ IT機器の消費エネルギーの測定点  

 

原則 PDU（分電盤）の出力合計で測定する。 

積算型の計測器による電力量を継続的に計測した値のみ認める。瞬時値による換算は認めない。 

代替ポイントで計測する場合は、IT 機器までのロス分を勘案する。 

PDU 出力より上流側の計測値を使用する場合は、計測機器から PDU 出力間の実際のロス分を計測・

換算し、差し引くものとする。 

ロス分は、（１）実測、（２）配電機器やトランス等のカタログ値、（３）ロス分の JDCC PUE GL に

定められたロス率による推定、の優先順位とし、どの方法による設定であるか明記する。 

ロス分の算定は、夏季、冬季、中間期において、１週間、１日１回以上測定したものとする。 

 

６ 検証資料 

 

（１）実測方法の説明書 

（２）エネルギーブロックチャート（エネルギーの供給から消費までの系統を示す系統図） 

 ※JDCC PUE GL 別紙２_PUE 記入算定シートを参照し、都独自部分を考慮し作成してもよい。 

（３）PUE 算出計算書 

 ※JDCC PUE GL 別紙 1_データセンターのエネルギーブロックチャートを参照し、都独自部

分を考慮し作成してもよい。 

（４）測定値の確認書類（電力会社検針表又は請求書、購買伝票、使用実績の記録、実測数値一覧

表等の元データ） 

（５）測定点から PUE 値算出計算書の入力値に集計した場合の集計表（集計の計算を明示すること。

表計算ソフト等を用いた場合は、計算式を確認できる状態で表示すること。） 

（６）計測器（IT 機器）の校正履歴確認書類 
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第１号様式の１５（第４条の２０関係） 
 

 
      年   月   日 

 
 

 東 京 都 知 事 殿 

 
住   所 
氏  名  

                   法 人 に あ っ て は 名称 、 代 表 者 の 氏 名 

                   及 び 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 
 

 

優良特定地球温暖化対策事業所認定申請書 
 

 

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例第５条の１５第１項の規定により、地

球温暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所の基準に適合するので、優良特定地球

温暖化対策事業所の認定を次のとおり申請します。 

 

事 業 所 の 名 称 

 

 

 

事業所の所在地 

 

 

 

指 定 番 号 
 

 

地球温暖化対策 

推進状況評価書 
 別添のとおり 

検 証 結 果  別添のとおり 

連 絡 先 

 

 

 

 

 

 

（電話番号                ） 

※受付欄 

 

 
 

（日本産業規格Ａ列４番） 
 備考 1 ※印の欄には、記入しないこと。 

    2 条例第 5 条の 9 第 1 項第 1 号又は第 2 号に掲げる事項に変更があった場合は、別紙に当該

変更のあった旨及び当該変更の内容を記載して、添えること。 
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